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１. 調査目的 

本調査は、家計の貯蓄の実態や生活に関する考え方を調査することにより、家計（世帯）の金融に

関する調査・研究に役立てることを目的とする。第１回を 2013 年に実施し、今回は第４回となる。 

 

２. 調査内容 

調査項目は次のとおりである。なお、具体的な質問内容については、巻末「Ⅲ 調査票（付：単純

集計結果）」を参照。 

(1)  生活全般について 

(2)  貯蓄について 

(3)  住居について 

(4)  世帯の借入金について 

(5)  仕事と家計について 

(6)  年金について 

(7)  遺産について 

(8)  対象属性（フェイスシート） 

 

３. 調査対象 

全国の二人以上世帯 5,000 サンプル。 

回答は、世帯主または世帯で家計や貯蓄を管理掌握している方に依頼した。 

 

４. 抽出方法 

(1）層化二段無作為抽出により、全国から 250 の調査地点を選び、各地点において世帯員 2 人以

上の世帯から、20 歳以上の世帯主（と想定される者）を無作為に 20 サンプル選ぶことによって、

計 5,000 の調査対象（標本）を抽出した。 

(2)標本抽出は、住民基本台帳を使用した。 

 

５. 調査方法 

抽出した調査対象者に依頼状と調査票を送付した後、記入済調査票の回収にあたっては、対象者に

「調査員による訪問」ないし「郵送」のどちらかを選んで提出してもらった（郵送留め置き法と郵送

法の併用）。 

 

６. 調査期間 

 2020 年 11 月 25 日（水）～12 月 25 日（金） 
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７. 回収状況 

有効回収数（回収率） 1,653 サンプル（33.1％) 

 

<地域別> 

 
設定数 回収数 回収率 

北海道 220 81 36.8% 

東北 340 146 42.9% 

関東 1800 548 30.4% 

北陸 200 67 33.5% 

中部 580 192 33.1% 

近畿 840 243 28.9% 

中国 300 102 34.0% 

四国 140 46 32.9% 

九州 580 228 39.3% 

合計 5000 1653 33.1% 

 

８. 利用上の注意 

・この調査は標本調査であるため、調査結果には統計的誤差（サンプル誤差）が含まれる。 

・特に言及がない場合、今回の調査結果についてコメントしている。 

・回答率（各回答の百分比）は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、図表内の選択肢の回

答比率の合計が 100％にならない、あるいは個別の選択肢を合計して小計を出している場合に、各選

択肢の回答率の合計が小計と一致しないことがある。 

 

・【第 4回調査における新型コロナウイルス感染症の影響について】 

回収方法（訪問回収と郵送回収の併用）は第 3 回までと同じだが、新型コロナウイルス感染症流行の影響

を受け、訪問調査員との接触を最低限に留めたことから全体の回収率が低くなった。また回収票における郵

送回収の比率が高くなったため、いくつかの質問で、第 3回までと比べて無回答が多い傾向がみられる。 

 

  回収数 
郵送回収票

の比率 

訪問回収票

の比率 

第 4 回（2020 年） 1,653  59.6% 40.4% 

第 3 回（2018 年） 2,005  8.6% 91.4% 

第 2 回（2015 年） 1,691  7.7% 92.3% 

第 1 回（2013 年) 1,734  5.9%  94.1% 
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９. 回答世帯の属性 

（１）回答者 

 

 

 

 

 

※2018 年までは「世帯主本人」「世帯主の配偶者」の回答のみを有効票としていた。 

 

（２）世帯主性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）世帯主および配偶者の年齢 

 

①世帯主年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

1.6    

12.7    

19.1    19.8    
25.0    

21.1    

0.6    
2.4    

12.1    
18.6    19.0    

23.4    
24.2    

0.2    1.3 
10.0 

20.8 20.0 
23.8 

24.1 

-1.7    

10.2    17.8    

21.1    
20.1    

25.0    

4.1    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

（％）

世帯主
本人

世帯主の
配偶者

その他の
家族

無回答

63.6

62.4

54.4

53.6

29.6

37.6

45.6

46.4

3.4
3.4

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

（％）

男性 女性 無回答

88.6

92.7

91.9

92.6

8.8

7.3

8.0

7.3

2.6 

-

0.1 

0.1 

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)
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②配偶者年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）世帯主の子ども人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）同居家族人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答

2.7 

16.1 
21.7 

20.3 
24.1 

15.1 

-3.2 

14.8 20.4 20.0 23.9 
17.7 

-2.2 
12.8 

21.5 20.5 24.0 
18.9 

0.1 2.5

14.1 20.8 19.4
22.8

20.3

-
0

25

50

75

100

2013年（n=1,482) 2015年（n=1,440) 2018年（n=1,709) 2020年（n=1,379)

（％）

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上 無回答

8.7 

17.4 

48.4 

20.4 

2.5 
0.5 0.2 -

1.9 
9.5    15.8    

46.7    

19.1    

2.7    0.8    0.1    0.1    
5.1

0

25

50

75

100

2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上 無回答

35.2    
25.8    24.3    

8.8    
3.5    2.4    -

36.7    
27.6    

22.3    

8.6    3.7    
1.1    -

37.2 

26.1 
22.9 

8.7 
3.3 1.8 -

36 .1    

25 .4    21 .7    

7 .3    
3 .4    2 .2    3 .9

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（６）同居家族 

①同居家族の世帯構成（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②一番年下の子どもの年齢 

 

 

 

 

 

 

 

③一番年下の孫の年齢 

 

 

 

 

 

 

（７）別居家族有無 

 

 

 

 

 

世帯主
世帯主の
配偶者

世帯主の
子ども

世帯主の
子どもの
配偶者

世帯主の孫
世帯主・
配偶者の

親

世帯主の
祖父、また

は祖母

世帯主の
兄弟・姉妹

その他 無回答

97.6    

89.3    

61.5    

4.0    4.7    
15.5    

0.5    1.3    0.4    
-

100    

89.7    

62.1    

2.9    4.0    
14.3    

0.2    
2.0    1.2    -

100    

90.4    

63.1    

3.5    4.8    

14.1    

0.4    1.4    0.7    
-

93 .9    

83 .9    

5 9 .2    

3 .8    5 .4    11 .8    

0 .6    2 .1    0 .7    2 .8    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

３歳未満
３～５歳

未満
５～７歳

未満
７～９歳

未満
９～11歳

未満
11～13歳

未満
13～15歳

未満
15～17歳

未満
17～20歳

未満
20歳
以上

無回答

11.8    
6.0    5.7    4.9    3.9    

4.7    
5.7    4.5    5.9    

42.5    

4.3    
11.1    

6.8    6.1    4.7    4.8    3.9    4.7    4.4    
6.1    

43.4    

4.1    
10.9    

5.2    
5.5    

5.1    
3.0    3.8    

5.3    6.5    6.8    

43.4    

4.6    

10 .3    
5 .8    5 .6    5 .0    4 .4    5 .9    

3 .9    3 .8    
7 .8    

44 .1    

3 .4    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,067) 2015年（n=1,050) 2018年（n=1,266) 2020年（n=978)

（％）

（％）

いる いない 無回答

9.4

9.8

10.2

11.8

87.2

84.3

87.3

86.4

3.4

5.9

2.4

1.8

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

３歳未満
３～５歳

未満
５～７歳

未満
７～９歳

未満
９～11歳

未満
11～13歳

未満
13～15歳

未満
15～17歳

未満
17～20歳

未満
20歳
以上

無回答

15.9    
14.6    

4.9    
11.0    12.2    11.0    9.8    8.5    6.1    

2.4    3.7    

19.4    
11.9    

11.9    
3.0    

11.9    

3.0    6.0    3.0    6.0    

20.9    

3.0    

22.7    

11.3    
5.2    

7.2    8.2    6.2    7.2    9.3    10.3    

6.2    6.2    

18 .0    

5 .6    
7 .9    4 .5    

13 .5    12 .4    9 .0    5 .6    10 .1    7 .9    
5 .6    

0

25

50

75

100

2013年（n=82) 2015年（n=67) 2018年（n=97) 2020年（n=89)

（％）
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（８）新型コロナウイルス感染症による家族や住居の変化（2020年新設） 

①  家族形態の変化（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

②  住居形態の変化（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

（９）世帯主および配偶者の健康状態 

2020 年    2018 年 

 

 

 

 

 

 

 

 2015 年 2013 年 

 

 

  

健康で
ある

まあ健康で
ある

あまり
健康で
ない

健康
でない

無回答

41.7    40.1    

12.9    
4.6    0.6    

44.4    
40.2    

11.2    
3.6    0.6    

0

20

40

60

80

100

世帯主（n=2,005) 配偶者（n=1,709)

（％）

健康で
ある

まあ健康で
ある

あまり
健康で
ない

健康
でない

無回答

44.6    
38.7    

11.4    
4.5    0.8    

47.2    
38.9    

10.3    
3.2    0.3    

0

20

40

60

80

100

世帯主（n=1,691) 配偶者（n=1,440)

（％）

健康で
ある

まあ健康で
ある

あまり
健康で
ない

健康
でない

無回答

44.9    
40.1    

10.8    
3.9    0.3    

45.6    
41.0    

9.9    
3.4    0.1    

0

20

40

60

80

100

世帯主（n=1,734） 配偶者（n=1,482)

（％）

夫婦関係が
悪化し離婚、
離婚協議、

別居となった

家族の重要性
を意識して
結婚した、

結婚を決めた

親子関係が
悪化し子や

親と別居した

家族の重要性
を意識して子や
親と同居した

その他
いずれの変化
も起きなかった

無回答

0.4    0.5    0.2    0.7    0.5    

92.0    

5.9    

0

25

50

75

100

2020年（n=1,653)

（％）

健康で
ある

まあ健康で
ある

あまり
健康で
ない

健康
でない

無回答

41.6    
40.4    

11.2    
3.6    3.3    

45.1    41.0    

10.0    3.5    0.4    
0

20

40

60

80

100

世帯主（n=1,653) 配偶者（n=1,379)

（％）

都市部から郊外や
田舎に移住した、

移住を計画

住宅ローンを
払えないため
マイホームを

手放した

その他
いずれの変化も

起きなかった
無回答

0.6    0.1    0.4    

92.2    

6.7    

0

25

50

75

100

2020年（n=1,653)

（％）
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（１０）世帯主および配偶者の学歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）世帯主および配偶者の両親 

①同居別居状況             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2020年 (%)

中学校
（旧制小・高

等小）

高等学校（旧
制中・旧制高

女）

専修学校・各
種学校

短大・高等専
門学校

大学・大学院
（文系）

大学・大学院
（理系）

その他 わからない 無回答

本人 （n=1,653) 10.5    37.9    6.8    6.0    19.5    14.8    0.2    0.4    3.9    

配偶者 （n=1,379) 7.0    43.9    8.6    20.9    14.4    4.2    0.4    0.2    0.4    

2018年 (%)

中学校
（旧制小・高

等小）

高等学校（旧
制中・旧制高

女）

専修学校・各
種学校

短大・高等専
門学校

大学・大学院
（文系）

大学・大学院
（理系）

その他 わからない 無回答

本人 （n=2,005) 12.2    40.6    6.4    5.9    20.3    12.3    0.1    0.2    1.8    

配偶者 （n=1,709) 9.4    44.4    9.8    18.7    13.1    3.2    0.1    0.2    1.1    

2015年 (%)

中学校
（旧制小・高

等小）

高等学校（旧
制中・旧制高

女）

専修学校・各
種学校

短大・高等専
門学校

大学・大学院
（文系）

大学・大学院
（理系）

その他 わからない 無回答

本人 （n=1,691) 10.8    42.6    8.1    5.9    16.8    12.8    0.4    0.4    2.3    

配偶者 （n=1,440) 8.7    44.9    11.2    19.2    11.4    3.5    0.1    0.1    1.0    

2013年 (%)

中学校
（旧制小・高

等小）

高等学校（旧
制中・旧制高

女）

専修学校・各
種学校

短大・高等専
門学校

大学・大学院
（文系）

大学・大学院
（理系）

その他 わからない 無回答

本人 (n=1,734) 13.5    40.9    7.2    6.0    20.1    10.1    0.3    0.3    1.6    

配偶者 (n=1,482) 10.5    44.6    11.1    20.5    10.7    1.9    0.2    0.1    0.4    

2020年 (%)

同居中
別居中（同
じ市町村）

別居中（他
の地域）

母親・父親
はいない

無回答

● 凡例

ａ)　世帯主の母親 （n=1,653)

b)　世帯主の父親 （n=1,653)

c)　配偶者の母親 （n=1,379)

d)　配偶者の父親 （n=1,379)

8.7    

2.6    

2.8    

1.2    

16.2    

11.1    

19.4    

13.6    

25.2    

18.5    

33.9    

23.3    

38.8    

54.7    

35.8    

52.3    

11.1    

13.1    

8.1    

9.6    

2018年 (%)

同居中
別居中（同
じ市町村）

別居中（他
の地域）

母親・父親
はいない

無回答

● 凡例

（n=2,005)

（n=2,005)

（n=1,709)

（n=1,709)

9.2    

2.5    

4.2    

1.3    

16.7    

12.5    

19.4    

13.9    

23.8    

16.0    

31.2    

20.8    

41.1    

58.0    

37.2    

55.6    

9.2    

11.0    

8.0    

8.4    

2013年 (%)

同居中
別居中（同
じ市町村）

別居中（他
の地域）

母親・父親
はいない

無回答

● 凡例

(n=1,734)

（n=1,734）

（n=1,482）

（n=1,482）

10.3    

3.2    

3.9    

1.1    

17.5    

12.3    

20.6    

13.3    

24.1    

16.3    

33.1    

23.0    

41.5    

59.9    

36.0    

55.3    

6.6    

8.2    

6.4    

7.2    

2015年 (%)

同居中
別居中（同
じ市町村）

別居中（他
の地域）

母親・父親
はいない

無回答

● 凡例

ａ)　世帯主の母親 （n=1,691)

b)　世帯主の父親 （n=1,691)

c)　配偶者の母親 （n=1,440)

d)　配偶者の父親 （n=1,440)

9.7    

2.6    

3.9    

1.0    

15.5    

11.3    

20.4    

14.7    

24.9    

17.1    

31.0    

22.1    

43.1    

60.6    

38.4    

55.1    

6.9    

8.4    

6.3    

7.1    
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②介護の必要有無 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③主な介護者（要介護の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2020年 (%)

世帯主
世帯主の
配偶者

世帯主／
配偶者の

親

その他
の親族

介護老人
福祉施設

介護保健
施設

療養型
病床

有料老人
ホーム

病院 その他 無回答

a)世帯主の母親 （n=144) 14.6        11.1        3.5          17.4        21.5        9.0          2.1          11.8        2.8          4.9          1.4          

b)世帯主の父親 （n=51) 9.8          21.6        25.5        7.8          7.8          7.8          -           9.8          -           7.8          2.0          

c)配偶者の母親 （n=122) 4.1          23.0        7.4          20.5        10.7        11.5        0.8          11.5        4.9          4.9          0.8          

d)配偶者の父親 （n=44) -           25.0        18.2        20.5        2.3          4.5          6.8          9.1          9.1          -           4.5          

2018年 (%)

世帯主
世帯主の
配偶者

世帯主／
配偶者の

親

その他
の親族

介護老人
福祉施設

介護保健
施設

療養型
病床

有料老人
ホーム

病院 その他 無回答

a)世帯主の母親 （n=165) 13.9        16.4        4.8          18.8        10.9        9.1          3.6          8.5          3.0          10.3        0.6          

b)世帯主の父親 （n=72) 13.9        8.3          19.4        6.9          15.3        8.3          -           6.9          9.7          9.7          1.4          

c)配偶者の母親 （n=141) 7.1          20.6        5.0          17.0        14.2        6.4          1.4          12.8        5.0          7.1          3.5          

d)配偶者の父親 （n=55) -           20.0        21.8        9.1          3.6          7.3          3.6          9.1          10.9        7.3          7.3          

2015年 (%)

世帯主
世帯主の
配偶者

世帯主／
配偶者の

親

その他
の親族

介護老人
福祉施設

介護保健
施設

療養型
病床

有料老人
ホーム

病院 その他 無回答

a)世帯主の母親 （n=134) 9.7    19.4    9.0    11.2    11.9    9.7    2.2    10.4    8.2    5.2    3.0    

b)世帯主の父親 （n=40) 2.5    17.5    22.5    7.5    10.0    10.0    7.5    7.5    7.5    2.5    5.0    

c)配偶者の母親 （n=108) 2.8    18.5    5.6    26.9    17.6    8.3    2.8    10.2    3.7    0.9    2.8    

d)配偶者の父親 （n=49) - 26.5    12.2    16.3    8.2    6.1    2.0    10.2    12.2    2.0    4.1    

2013年 (%)

世帯主
世帯主の
配偶者

世帯主／
配偶者の

親

その他
の親族

介護老人
福祉施設

介護保健
施設

療養型
病床

有料老人
ホーム

病院 その他 無回答

a)世帯主の母親 (n=135) 11.1    17.8    1.5    23.0    9.6    11.9    3.7    8.1    5.2    3.7    4.4    

b)世帯主の父親 (n=45) 11.1    26.7    11.1    17.8    -    8.9    2.2    6.7    6.7    8.9    -    

c)配偶者の母親 (n=128) 3.1    18.8    3.9    27.3    18.0    7.8    2.3    8.6    2.3    4.7    3.1    

d)配偶者の父親 (n=50) -    16.0    26.0    14.0    6.0    10.0    4.0    8.0    4.0    8.0    4.0    

2018年 (%)

必要と
しない

必要とする 無回答

（n=997)

（n=622)

（n=937)

（n=615)

82.6    

87.6    

81.9    

88.5    

16.5    

11.6    

15.0    

8.9    

0.8    

0.8    

3.1    

2.6    

2020年 (%)

必要と
しない

必要とする 無回答

●凡例

ａ)世帯主の母親 （n=828)

b)世帯主の父親 （n=532)

c)配偶者の母親 （n=774)

d)配偶者の父親 （n=525)

81.5    

88.9    

82.8    

91.1    

17.4    

9.6    

15.8    

8.2    

1.1    

1.5    

1.4    

0.7    

2015年 (%) 2013年 (%)

必要と
しない

必要とする 無回答
必要と
しない

必要とする 無回答

●凡例

ａ)世帯主の母親 （n=847) （n=900）

b)世帯主の父親 （n=524) （n=553）

c)配偶者の母親 （n=796) （n=854）

d)配偶者の父親 （n=544) （n=555） 89.5    

82.8    

90.6    

83.3    

9.0    

15.0    

8.1    

15.0    

1.4    

2.2    

1.3    

1.7    

89.0    

84.5    

91.2    

83.2    

9.0    

13.6    

7.6    

15.8    

2.0    

1.9    

1.1    

0.9    
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④介護費用（要介護の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2013 年は実数回答で質問。2015 年以降は選択式で質問。 

  

2020年 (%)

３万円
未満

３～５万円
未満

５～７万円
未満

７～10万
円未満

10～15万
円未満

15万円
以上

わから
ない

費用負担
はない

無回答

a)世帯主の母親 （n=144) 16.0    6.9    6.9    16.7    10.4    3.5    18.1    19.4    2.1    

b)世帯主の父親 （n=51) 19.6    13.7    5.9    3.9    9.8    11.8    23.5    7.8    3.9    

c)配偶者の母親 （n=122) 16.4    7.4    6.6    4.9    4.9    4.9    22.1    26.2    6.6    

d)配偶者の父親 （n=44) 9.1    11.4    2.3    2.3    13.6    4.5    38.6    11.4    6.8    

2015年 (%)

３万円
未満

３～５万円
未満

５～７万円
未満

７～10万
円未満

10～15万
円未満

15万円
以上

わから
ない

無回答

a)世帯主の母親 （n=134) 18.7    9.0    13.4    11.9    4.5    6.7    29.1    6.7    

b)世帯主の父親 （n=40) 22.5    2.5    5.0    15.0    5.0    5.0    37.5 7.5    

c)配偶者の母親 （n=108) 19.4    7.4    7.4    11.1    8.3    3.7    38.0 4.6    

d)配偶者の父親 （n=49) 14.3    8.2    2.0    8.2    12.2    8.2    42.9 4.1    

2018年 (%)

３万円
未満

３～５万円
未満

５～７万円
未満

７～10万
円未満

10～15万
円未満

15万円
以上

わから
ない

費用負担
はない

無回答

a)世帯主の母親 （n=165) 21.2    10.3    7.3    6.1    6.1    5.5    21.2    17.0    5.5    

b)世帯主の父親 （n=72) 11.1    4.2    5.6    5.6    8.3    6.9    23.6    27.8    6.9    

c)配偶者の母親 （n=141) 18.4    5.0    5.7    5.7    6.4    8.5    27.7    15.6    7.1    

d)配偶者の父親 （n=55) 18.2    3.6    3.6    5.5    5.5    1.8    32.7    20.0    9.1    

2013年 (%)

３万円
未満

３～５万円
未満

５～７万円
未満

７～10万
円未満

10～15万
円未満

15～20万
円未満

20～25万
円未満

25～30万
円未満

30万円
以上

その他 無回答

a)世帯主の母親 (n=135) 10.4        8.9          10.4        8.9          11.1        3.7          0.7          -           -           45.9        4.4          

b)世帯主の父親 (n=45) 13.3        6.7          4.4          4.4          8.9          4.4          2.2          2.2          -           53.3        -          

c)配偶者の母親 (n=128) 15.6        9.4          5.5          6.3          10.2        1.6          1.6          -           -           50.0        3.1          

d)配偶者の父親 (n=50) 18.0        2.0          8.0          2.0          12.0        6.0          -          -           -           52.0        4.0          
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（１２）年間の所得税・住民税・社会保険料 

①所得税・住民税 

 

 

 

 

※2018 年から質問の形式を変更した。上記の「所得税・住民税あり」には、具体金額は無回答のケースを含む。 

＜参考＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②社会保険料 

 

 

 

 

 

※2018 年から質問の形式を変更した。上記の「社会保険料あり」には、具体金額は無回答のケースを含む。 

＜参考＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所得税・住民税あり 所得税・住民税なし 無回答

78.1

77.0

9.9

8.9

12.0

14.1

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

（％）

社会保険料あり 社会保険料なし 無回答

44.7

50.5

10.0

10.4

45.3

39.2

●凡例

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

（％）

所得税・住民税あり

10万円
未満

～20万円
未満

～30万円
未満

～40万円
未満

～50万円
未満

～70万円
未満

～100万円
未満

～150万円
未満

～200万円
未満

200万円
以上

21.7    

18.2    12.7    
11.2    

6.2    8.5    5.9    
7.0    4.0    4.6    

20.6    18.5    

12.5    
8.9    7.0    8.6    6.8    

6.9    3.9    6.3    

19.6 
14.3 11.8 9.2 5.7 

10.9 
6.5 

10.1 
4.3 7.6 

17 .4    
18 .9    

12 .2    

9 .0    
4 .6    

9 .5    6 .8    9 .1    
3 .6    

9 .0    

0

25

50

75

100

2013年（n=874) 2015年（n=767) 2018年（n=841) 2020年（n=804)

（％）

社会保険料あり 社会保険料なし 無回答

70.7

70.7

9.4

8.2

19.8

21.1

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

（％）

所得税・住民税あり 所得税・住民税なし 無回答

45.4

50.4

11.0

10.8

43.6

38.8

●凡例

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

（％）

社会保険料あり

10万円
未満

～20万円
未満

～30万円
未満

～40万円
未満

～50万円
未満

～70万円
未満

～100万円
未満

～150万円
未満

～200万円
未満

200万円
以上

5.5    

13.1    15.3    12.7    9.8    
17.1    

12.2    
10.6    

1.4    
2.2    

5.8    9.3    

15.6    
14.4    

8.6    
15.6    

15.2    
11.6    

2.4    1.5    
5.6 

10.8 
11.6 10.8 

8.0 

17.4 
14.2 

14.8 

3.7 3.2 4 .6    
10 .1    

12 .5    13 .6    
7 .9    

14 .5    
15 .2    

13 .8    

4 .2    
3 .6    

0

25

50

75

100

2013年（n=875) 2015年（n=756) 2018年（n=805) 2020年（n=744)

（％）
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（１３）世帯で保有する資産（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔保有する資産の金額〕 

 

 

現在居住している建物 現在居住している土地
その他の土地および建
物（別荘、通勤用住宅、

投資用マンション等）

その他（ゴルフ会員権、
貴金属等）

無回答

66.8    
60.0    

10.3    4.2    

27.2    

64.3    60.5    

10.0    
3.0    

28.8    

0

25

50

75

100

2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

2020年
(%)

現在居住
している土地

現在居住
している建物

その他の土地
および建物

（別荘、通勤用
住宅、投資用マ

ンション等）

その他
（ゴルフ会員権、

貴金属等）
合計

（n=1,000) （n=1,063) （n=165) （n=50) （n=1,653)

～１００万円未満 1.5                  9.6                  2.4                  30.0                 1.4                  

～２００万円未満 3.8                  7.4                  5.5                  20.0                 0.5                  

～３００万円未満 2.6                  5.1                  7.3                  12.0                 0.6                  

～４００万円未満 5.9                  4.5                  3.0                  4.0                  0.7                  

～５００万円未満 2.9                  2.4                  3.6                  2.0                  0.7                  

～７００万円未満 9.5                  10.3                 4.8                  8.0                  1.8                  

～１０００万円未満 6.3                  3.5                  4.8                  2.0                  1.4                  

～１５００万円未満 12.8                 10.0                 11.5                 4.0                  3.4                  

～２０００万円未満 6.0                  3.7                  4.2                  -                   2.1                  

～３０００万円未満 9.2                  6.2                  9.1                  -                   4.2                  

～５０００万円未満 4.7                  2.7                  11.5                 -                   2.1                  

～１億円未満 0.8                  1.4                  6.1                  2.0                  1.3                  

１億円以上 0.2                  -                   4.2                  -                   0.4                  

無回答 33.8                 33.2                 21.8                 16.0                 79.4
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2018年
(%)

現在居住
している土地

現在居住
している建物

その他の土地
および建物

（別荘、通勤用
住宅、投資用マ

ンション等）

その他
（ゴルフ会員権、

貴金属等）
合計

（n=1,202) （n=1,339) （n=207) （n=84) （n=2,005)

～１００万円未満 1.7                  8.0                  2.4                  28.6                 1.5                  

～２００万円未満 3.1                  4.9                  4.3                  20.2                 0.4                  

～３００万円未満 1.6                  4.3                  3.4                  2.4                  0.3                  

～４００万円未満 3.2                  4.1                  2.4                  7.1                  0.4                  

～５００万円未満 2.2                  1.3                  1.4                  1.2                  0.4                  

～７００万円未満 9.5                  9.5                  7.2                  7.1                  1.9                  

～１０００万円未満 7.2                  4.8                  5.8                  -                   2.3                  

～１５００万円未満 13.7                 10.4                 5.8                  7.1                  3.1                  

～２０００万円未満 5.3                  4.0                  4.3                  -                   2.2                  

～３０００万円未満 6.7                  6.3                  8.7                  3.6                  5.0                  

～５０００万円未満 4.9                  3.2                  13.0                 1.2                  3.5                  

～１億円未満 1.7                  1.0                  4.3                  2.4                  1.8                  

１億円以上 0.7                  0.1                  2.9                  -                   0.9                  

無回答 38.5                 38.2                 33.8                 19.0                 76.0



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 結果の概要 
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１．生活全般について 

（１）現在の生活満足度 

 全体として、現在の生活に対する満足度は『満足 計』が 63.2％、『不満 計』が 33.2％となり、その

差は 30 ポイントとなった。最も多かったのは「まあ満足している」（50.7％）だった。 

＊『満足 計』は「満足している」と「まあ満足している」の合計。『不満 計』は「不満だ」と「やや不満だ」の合

計。 

 各生活面別の満足度では、“食生活”、“住生活”、“自動車、電気製品、家具などの耐久消費財”での

満足度が高く、『満足 計』が６割を超える。“資産・貯蓄”や“所得・収入”での満足度は３～４割

台と低い。 

“所得・収入”は、『満足 計』（44.5％）を、『不満 計』（54.3％）が上回る。 

“資産・貯蓄”は『満足 計』（32.5％）に対し、『不満 計』（65.2％）が 6割半を占めた。 

“自動車、電気製品、家具などの耐久消費財”は『満足 計』（63.1％）が６割強で、『不満 計』（34.6％）

を上回った。 

“食生活”と“住生活”は『満足 計』がそれぞれ 83.1％と 72.8％と高い。 

“自己啓発・能力向上”と“レジャー・余暇生活”は『満足 計』がいずれも 5割程度（それぞれ

53.7％、49.5％）だった。 

 

（図表１－１）全体としての生活満足度（問１） 

 

 

 

  

(%)

満足

している

まあ

満足
している

やや

不満だ
不満だ 無回答 満足　計 不満　計

63.2 33.2

57.7 39.0

62.6 35.6

60.0 38.2

12.5

10.0

12.9

11.2    

50.7

47.7

49.7

48.8    

25.5

30.1

27.7

28.8    

7.6

8.8

7.9

9.5    

3.7

3.3

1.8

1.7    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)
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（図表１－２）現在の生活満足度（問２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

2018年
満足

している

まあ
満足

している

やや
不満だ

不満だ 無回答 満足　計 不満　計

41.1 57.8

30.1 68.0

63.1 34.9

78.8 20.0

69.8 29.0

51.6 45.2

49.7 48.8

（n=2,005)

5.1    

3.3    

9.1    

15.5    

16.1    

4.8    

6.5    

36.1    

26.7    

54.0    

63.3    

53.7    

46.8    

43.1    

38.3    

40.3    

28.0    

17.1    

23.0    

38.4    

36.4    

19.5    

27.7    

6.8    

3.0    

6.0    

6.8    

12.5    

1.1    

1.9    

2.0    

1.2    

1.2    

3.2    

1.5    

● 凡例

ア 所得・収入

イ 資産・貯蓄

ウ 自動車、電気製品、

家具などの耐久消費財

エ 食生活

オ 住生活

カ 自己啓発・能力向上

キ レジャー・余暇生活

(%)

2020年
満足

している

まあ
満足

している

やや
不満だ

不満だ 無回答 満足　計 不満　計

44.5 54.3

32.5 65.2

63.1 34.6

83.1 15.6

72.8 25.7

53.7 43.7

49.5 48.6

（n=1,653)

5.4    

3.9    

9.9    

19.0    

18.0    

6.1    

7.1    

39.0    

28.6    

53.2    

64.1    

54.8    

47.5    

42.4    

38.4    

40.3    

28.0    

12.9    

20.8    

37.7    

35.9    

15.8    

24.9    

6.6    

2.7    

5.0    

6.0    

12.7    

1.3    

2.3    

2.3    

1.3    

1.5    

2.6    

1.9    

● 凡例

ア 所得・収入

イ 資産・貯蓄

ウ 自動車、電気製品、

家具などの耐久消費財

エ 食生活

オ 住生活

カ 自己啓発・能力向上

キ レジャー・余暇生活
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(%)

2015年
満足

している

まあ
満足

している

やや
不満だ

不満だ 無回答 満足　計 不満　計

44.5 54.8

34.1 64.6

66.8 31.3

82.9 16.3

72.1 26.7

55.0 42.8

53.1 45.9

(n=1,691)

6.6    

4.4    

10.6    

17.7    

16.7    

5.7    

7.3    

38.0    

29.6    

56.2    

65.1    

55.4    

49.3    

45.8    

38.1    

40.3    

24.4    

12.8    

20.2    

35.7    

33.6    

16.6    

24.3    

6.9    

3.5    

6.5    

7.1    

12.2    

0.7    

1.4    

1.9    

0.8    

1.2    

2.2    

1.0    

● 凡例

ア 所得・収入

イ 資産・貯蓄

ウ 自動車、電気製品、

家具などの耐久消費財

エ 食生活

オ 住生活

カ 自己啓発・能力向上

キ レジャー・余暇生活

(%)

2013年
満足

している

まあ
満足

している

やや
不満だ

不満だ 無回答 満足　計 不満　計

41.5 57.6

29.7 69.0

66.6 31.9

82.0 17.1

70.3 28.7

52.4 45.4

50.9 48.2

(n=1,734)

5.9    

4.7    

10.7    

18.5    

17.6    

6.4    

7.8    

35.6    

25.0    

55.9    

63.6    

52.7    

46.0    

43.1    

39.9    

41.9    

25.7    

13.6    

21.6    

38.6    

35.8    

17.7    

27.1    

6.3    

3.5    

7.1    

6.8    

12.4    

0.9    

1.3    

1.5    

0.9    

1.0    

2.2    

0.9    

● 凡例

ア 所得・収入

イ 資産・貯蓄

ウ 自動車、電気製品、

家具などの耐久消費財

エ 食生活

オ 住生活

カ 自己啓発・能力向上

キ レジャー・余暇生活
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（２）日頃の生活の中での悩みや不安 

 

（図表１－３）日頃から感じている不安内容（問３、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔過去の調査結果〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              ※2018 年以前は「悩みや不安を感じている人がベース 

  

 日頃の生活の中での悩みや不安感について複数回答で聞くと、「老後の生活設計」(61.4％)「家族の

健康」（60.6％）が 6割と多く、続いて「自分の健康」(56.7％)「今後の収入や資産」（55.2％）の順

だった。「悩みや不安は感じていない」と答えた人は 4.7％だった。 

老後の生活設計

家族の健康

自分の健康

今後の収入や資産

現在の収入や資産

家族の
生活上
の問題

家族・親族間の人間
関係

勤務先での仕事や人間
関係

近隣・地域との関係

事業や家業の経営上の問題

自分の
生活上
の問題

その他

無回答

67.0    

58.1    

53.6    

63.7    

39.3    

35.9    

13.1    

11.3    

6.5    

8.4    

6.7    

2.5    

0.2    

66.4    

61.9    

57.5    

59.0    

36.3    

33.7    

14.6    

11.3    

5.7    

8.5    

5.4    

2.0    

0.1    

66.8    

61.1    

60.6    

60.9    

41.2    

33.9    

16.1    

13.8    

7.9    

7.3    

6.8    

3.3    

0.1    

0 25 50 75 100

2013年（n=1,240)

2015年（n=1,175)

2018年（n=1,475)

（％）

老後の生活設計

家族の健康

自分の健康

今後の収入や資産

現在の収入や資産

家族の
生活上
の問題

家族・親族間の人間
関係

勤務先での仕事や人間
関係

近隣・地域との関係

事業や家業の経営上の問題

自分の
生活上
の問題

その他

悩みや不安は感じていない

わからない

無回答

61.4    

60.6    

56.7    

55.2    

34.0    

28.1    

15.7    

14.3    

8.0    

7.0    

5.6    

2.2    

4.7    

0.8    

0.8    

0 25 50 75 100

2020年（n=1,653)

（％）
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（３）物の豊かさと心の豊かさ 

 

（図表１－４）今後の生活においての「豊かさ」についての考え方（問４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）今後の生活において重点を置きたいこと 

 

（図表１－５）今後の生活において重点を置きたいこと（問５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 今後の生活においての「豊かさ」についての考え方は、「物質的にある程度豊かになったので、これ

からは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きをおきたい」が 36.2％で、「まだまだ物質的

な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」（26.9％）を 9.3 ポイント上回り、「どちらともいえ

ない」が 35.8％だった。 

 今後の生活において重点を置きたいことは、「毎日の生活を充実させて楽しむ」が 44.3％で「貯蓄や

投資など将来に備える」（29.0％）を 15.3 ポイント上回っている。「どちらともいえない」は 26.0％。 

(%)

心の豊かさ

やゆとりのあ

る生活を
重視

物質的面で

生活を豊か

にする事を
重視

どちらとも

いえない
無回答

36.2    

36.1    

36.7    

34.2    

26.9    

27.0    

23.2    

23.4    

35.8    

35.7    

39.0    

41.2    

1.1    

1.3    

1.2    

1.2    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

(%)

貯蓄や投資
など将来に

備える

毎日の生活
を充実させて

楽しむ

どちらとも
いえない

無回答

29.0    

27.6    

27.4    

25.2    

44.3    

42.7    

42.1    

41.8    

26.0    

28.8    

29.3    

32.1    

0.7    

0.8    

1.2    

0.9    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)
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（５）普段の外出の際に雨具を持参する降水確率 

 

（図表１－６）普段の外出の際に雨具を持参する降水確率（問６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）物価動向に関する考え 

 

（図表１－７）現在と比べた１年後の物価の変動（問７） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 普段外出する際に傘などの雨具を持って出かけるのは降水確率が何パーセント以上のときかを尋ね

たところ、「１００％」（27.0％）と「４０～６０％未満」（26.4％）がほぼ並んで多い。「０％」は

14.5％を占めた。  

 １年後の物価が現在と比べてどうなるかを尋ねたところ、物価の変動は、「上がる」が 43.9％、「下

がる」が 6.5％、「変わらない」は 29.8％だった。無回答が 19.7％を占めた。 

 「下がる」と回答した人（108 人）が考える１年後の物価の下落幅としては、「２％未満」が最も多

く 41.7％、続いて「２％～５％未満」が 38.9％、「５％～１０％未満」が 15.7％となった。 

 「上がる」と回答した人（726 人）が考える１年後の物価の上昇幅としては、「２％～５％未満」が

48.8％で半数を占め、続いて「２％未満」が 23.7％、「５％～１０％未満」が 20.8％となった。 

(%)

下がる 変わらない 上がる 無回答

6.5    

2.3    

3.4    

2.9    

29.8    

22.6    

24.8    

19.8    

43.9    

65.7    

62.9    

68.7    

19.7    

9.3    

8.9    

8.6    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

(%)

0%
1～20％

未満

20～40％

未満

40～60％

未満

60～80％

未満

80～100％

未満
100％ 無回答

14.5    

11.7    

10.3    

9.1    

1.1    

0.9    

0.7    

0.5    

10.9    

10.1    

11.1    

10.1    

26.4    

28.2    

29.3    

30.9    

12.2    

13.4    

13.2    

11.2    

6.5    

4.5    

4.8    

5.9    

27.0    

30.0    

29.3    

31.3    

1.3    

1.1    

1.4    

1.1    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)
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（図表１－８）１年後の物価の下落幅・１年後の物価の上昇幅（問７－１、問７－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2020年 (%)

2％未満
2％～5％

未満
5％～10％

未満
10％以上 無回答

下がる幅 （n=108) 41.7 38.9 15.7 3.7 - 

上がる幅 （n=726) 23.7 48.8 20.8 6.3 0.4 

2018年 (%)

2％未満
2％～5％

未満
5％～10％

未満
10％以上 無回答

下がる幅 （n=46) 52.2 30.4 6.5 8.7 2.2 

上がる幅 （n=1,318) 27.5 50.5 18.3 3.5 0.3 

2015年 (%)

2％未満
2％～5％

未満
5％～10％

未満
10％以上 無回答

下がる幅 （n=57) 29.8 49.1 14.0 7.0 -

上がる幅 （n=1,064) 21.9 49.0 21.8 6.2 1.1 

2013年 (%)

2％未満
2％～5％

未満
5％～10％

未満
10％以上 無回答

下がる幅 (n=50) 46.0 36.0 14.0 4.0  -

上がる幅 (n=1,191) 15.9 51.0 26.7 6.0 0.3 
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２．貯蓄について 

（１）世帯の貯蓄状況 

 

（図表２－１）世帯の貯蓄状況（問８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世帯で保有している預貯金・金融商品 

 

（図表２－２）保有している預貯金・金融商品（問９(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「ゆうちょ銀行の貯金」は、2013 年と 2015 年は「郵便貯金」として聞いた。 

 

 世帯の現在の貯蓄状況について尋ねたところ、「あまり貯蓄額は変わっていない」が 45.5％で最も多

く、次いで「貯蓄を取り崩している」が 33.3％、「貯蓄を増やしている」は 18.3％だった。 

 世帯で保有している預貯金・金融商品（複数回答）では、「預貯金（普通預金）」が 68.8％で最も多

く、次いで「ゆうちょ銀行の貯金（通常貯金）」（47.2％）と、普通・通常預貯金が上位を占めている。

３位以下は、「生命保険」（37.0％）、「預貯金（定期性預金・定期積立）」（33.0％）、「個人年金」（20.5％）、

「ゆうちょ銀行の貯金（定期貯金・定額貯金）」（20.4％）、「株式」（16.8％）、「投資信託」（10.8％）

の順で続いている。 

 2013 年からの推移では、「ゆうちょ銀行の貯金（定期貯金・定額貯金）」「預貯金（定期性預金・定期

積立）」「生命保険」が減少傾向にある。 

(%)

貯蓄を
増やしている

あまり貯蓄額は
変わっていない

貯蓄を取り崩し
ている

無回答

18.3    

16.1    

14.2    

12.4    

45.5    

46.5    

47.0    

47.8    

33.3    

34.9    

36.5    

37.2    

2.8    

2.5    

2.3    

2.6    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

ゆうちょ銀行
の貯金

（通常貯金）

ゆうちょ銀行
の貯金

（定期貯金・
定額貯金）

預貯金

（普通預金）

預貯金（定期
性預金・定期

積立）

外貨建て

金融商品
生命保険 個人年金 債券 株式 投資信託

財形貯蓄、

社内預金
その他 無回答

48.7    

33.2    

64.8    

39.2    

6.1    

43.1    

19.3    

4.6    

16.0    
8.4    10.2    

2.7    

16.6    

49.8    

29.7    

66.0    

39.0    

5.4    

40.9    

18.9    

3.6    

16.0    

9.7    9.3    

1.8    

16.9    

46.6    

24.9    

64.7    

36.4    

6.7    

38.2    

19.1    

2.9    

16.1    

10.1    10.5    

1.9    

18.9    

47.2    

20.4    

68.8    

33.0    

7.5    

37.0    

20.5    

2.8    

16.8    10.8    
8.2    3.3    

15.4    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（３）保有している預貯金・金融商品の現在高 

 

（図表２－３）ゆうちょ銀行の貯金（通常貯金）の現在高（問９(2)①) 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「ゆうちょ銀行の貯金」は、2013 年と 2015 年は「郵便貯金」として聞いた。 

 

（図表２－４）ゆうちょ銀行の貯金（定期貯金・定額貯金）の現在高（問９(2)②) 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「ゆうちょ銀行の貯金」は、2013 年と 2015 年は「郵便貯金」として聞いた。 

  

 ゆうちょ銀行の貯金（通常貯金）を保有している人（781 人）の現在高は「～１００万円未満」が最

も多く 45.2％を占め、続いて「１００～２００万円未満」が 17.2％。 

 ゆうちょ銀行の貯金（定期貯金・定額貯金）を保有している人（337 人）の現在高は、「１００～２

００万円未満」が最も多く 23.1％、続いて「～１００万円未満」が 18.1％、次いで「５００～７０

０万円未満」が 10.1％で、「２００～３００万円未満」の 9.2％よりわずかに多い。 

 預貯金（普通預金）を保有している人（1,138 人）の現在高は、「～１００万円未満」が最も多く 22.1％、

続いて「１００～２００万円未満」が 17.8％、「２００～３００万円未満」が 9.8％となった。 

 預貯金（定期性預金・定期積立）を保有している人（545 人）の現在高は、「１００～２００万円未

満」が最も多く 16.0％、続いて「～１００万円未満」が 13.6％、「１０００～１５００万円未満」が

13.0％。 
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（図表２－５）預貯金（普通預金）の現在高（問９(2)③) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表２－６）預貯金（定期性預金・定期積立）の現在高（問９(2)④) 
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（図表２－７）外貨建て金融商品（外貨預金、外国債券、外国投資信託、ＦＸ等）の現在高（問９(2)⑤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表２－８）生命保険（定期保険・医療保険などの掛け捨て型の保険は含まず）の現在高（問９(2)⑥) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表２－９）個人年金(公的年金の保険料は含まず)の現在高（問９(2)⑦) 

 

 

 

 

 

  

 外貨建て金融商品（外貨預金、外国債券、外国投資信託、ＦＸ等）を保有している人（124 人）の現

在高は、「～１００万円未満」が最も多く 24.2％、続いて「１００～２００万円未満」が 20.2％と、

『200 万円未満』で４割以上を占めた。 

 生命保険（定期保険・医療保険などの掛け捨て型の保険は含まず）を保有している人（612 人）の現

在高は、「５００～７００万円未満」が最も多く 14.1％、続いて「１００～２００万円未満」が 12.3％

となった。 

 個人年金(公的年金の保険料は含まず)を保有している人（339 人）の現在高は、「～１００万円未満」

が最も多く 17.7％、続いて「１００～２００万円未満」が 15.3％、「２００～３００万円未満」が

11.2％で、『300 万円未満』で４割以上を占めた。 
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（図表２－１０）債券(国債、金融債、社債等)の現在高（問９(2)⑧) 

 

 

 

 

 

 

 
（図表２－１１）株式(従業員持株制度による株式を含む)の現在高（問９(2)⑨) 

 

 

 

 

 

 

 
（図表２－１２）投資信託(公社債投信、株式投信、ＭＭＦ、ＲＥＩＴ等)の現在高（問９(2)⑩) 

 

 

  

 債券(国債、金融債、社債等)を保有している人（46 人）の現在高は、「１００～２００万円未満」

が最多で 19.6％、次いで「１０００～１５００万円未満」が 15.2％、続いて「～１００万円未満」

が 13.0％だった。 

 株式(従業員持株制度による株式を含む)を保有している人（277 人）の現在高は、「～１００万円未

満」が最多で 19.1％、「１００～２００万円未満」が 15.5％、「５００～７００万円未満」が 11.6％

となった。 

 投資信託(公社債投信、株式投信、ＭＭＦ、ＲＥＩＴ等)を保有している人（179 人）の現在高は、

「～１００万円未満」が最多で 21.2％、「１００～２００万円未満」が 16.8％、「２００～３００万

円未満」が 14.0％となり、『300 万円未満』で約半数を占める。 

 財形貯蓄、社内預金を保有している人（135 人）の現在高は、「１００～２００万円未満」が最多で

23.7％、続いて「～１００万円未満」が 17.8％、「２００～３００万円未満」が 11.9％となった。 

 その他(貸付信託、積立型損害保険、金貯蓄口座、iDeco 等)の金融商品を保有している人（55人）

の現在高は、「～１００万円未満」が最も多く 34.5％、続いて「１００～２００万円未満」が 20.0％、

「２００～３００万円未満」と「５００～７００万円未満」が各 9.1％となった。 
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（図表２－１３）財形貯蓄、社内預金の現在高（問９(2)⑪) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表２－１４）その他(貸付信託、積立型損害保険、金貯蓄口座、iDeco 等)の現在高 

（問９(2)⑫) 

 

 

 

 

 

 

 

  ※2018 年までは例示に「iDeco」を含めていない 
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万円未満

～2000

万円未満

～3000

万円未満

～5000

万円未満

～1億円

未満

1億円

以上
無回答

23.7 24.9 

5.6 8.5 4.5 7.9 

2.3 
5.6 

0.6 0.6 0.6 - -

15.3 

23.6 
19.7 

8.9 
10.2 

1.3 

10.2 

3.2 1.9 - 0.6 - - -

20.4 
19.9 18.5 

11.4 
10.4 

4.3 
9.5 3.8 3.3 1.4 0.9 - 0.9 -

15.6 
17 .8 23 .7

11 .9 8 .9 8 .1

8 .1 3 .0 3 .0 1 .5 - 1 .5 - -

12 .6

0

25

50

75

100

2013年（n=177) 2015年（n=157) 2018年（n=211) 2020年（n=135)

（％）
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（４）金融資産の世帯保有状況 

 

（図表２－１５）現在・１年前の金融資産 世帯保有状況有無（問１０(1)・(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表２－１６）現在・１年前世帯保有の金融資産残高（問１０(1)・(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現金や決済性預金を含めた金融資産の世帯保有状況は、現在 60.8％が保有、1年前は 60.4％が保有

との回答である。 

 現在保有残高を回答した人（1,005 人）の現金や決済性預金を含めた世帯金融資産残高は、「１００

０～１５００万円未満」が最多で 12.0％、続いて「２０００～３０００万円未満」が 11.8％、「５０

０～７００万円未満」が 11.5％、「３０００～５０００万円未満」が 10.6％。『1000 万円未満』の割

合は 53.5％。 

 １年前の保有残高を回答した人（999 人）の１年前の現金や決済性預金を含めた世帯金融資産残高は、

「２０００～３０００万円未満」（11.8％）「１０００～１５００万円未満」（11.4％）、「７００～１

０００万円未満」「３０００～５０００万円未満」（各 9.4％）の順。『1000 万円未満』の割合は 55.2％。 

2018年 (%)

金融資産
保有

金融資産非
保有

無回答

（n=2,005)

53.6    

54.7    

28.9    

15.1    

17.5    

30.2    

1年前

現在

●凡例

2013年 (%)

金融資産
保有

金融資産非
保有

無回答

 (n=1,734)

55.7    

57.0    

28.1    

14.5    

16.1    

28.4    

1年前

現在

●凡例

2018年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～1億円
未満

1億円
以上

6.2    
8.2    

6.1    
7.7    

3.8    

10.4    

8.8    

13.9    

7.6    

10.3    8.9    

6.1    

1.8    

7.0    
8.2    

6.4    6.4    
4.7    

9.7    
11.4    

12.8    

7.6    

10.1    
8.3    

5.5    

1.9    

0

10

20
金融資産額回答者（n=1097)

1年前金融資産額回答者（n=1074)

（％）

2020年 (%)

金融資産
保有

金融資産非
保有

無回答

（n=1,653)

60.4    

60.8    

27.2    

12.0    

12.3    

27.2    

1年前

現在

●凡例

2020年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～1億円
未満

1億円
以上

7.3    7.5    
6.3    

7.7    

4.3    

11.5    

9.1    

12.0    

6.3    

11.8    
10.6    

4.6    

1.1    

7.4    
8.4    8.0    7.1    

5.6    

9.2    9.4    
11.4    

7.3    

11.8    

9.4    

3.9    

1.0    

0

10

20
金融資産額回答者（n=1005)

1年前金融資産額回答者（n=999)

（％）

2015年 (%)

金融資産
保有

金融資産非
保有

無回答

(n=1,691)

54.1    

55.7    

27.4    

13.5    

18.5    

30.8    

1年前

現在

●凡例



27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

2013年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万
円

未満

～1500万
円

未満

～2000万
円

未満

～3000万
円

未満

～5000万
円

未満

～1億円
未満

1億円
以上

7.1    
9.0    

6.5    6.5    

3.5    

12.2    

9.3    

15.5    

8.2    
10.5    

6.9    

3.9    

0.9    

6.5    
8.5    

5.3    
7.2    

5.6    

11.1    11.1    

14.2    

8.5    
9.9    

7.6    

3.6    

0.9    

0

10

20

金融資産額回答者（n=989)

1年前金融資産額回答者（n=966)

（％）

2015年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～1億円
未満

1億円
以上

6.3    7.2    7.1    6.7    
4.8    

12.2    

7.9    

14.9    

6.9    

9.0    
10.7    

4.8    

1.6    

5.8    
7.5    7.0    6.3    6.1    

10.7    
9.4    

13.7    

6.9    

10.5    9.6    

5.0    

1.4    

0

10

20
金融資産額回答者（n=942)

1年前金融資産額回答者（n=915)

（％）
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（５）保険商品の保有状況 

 

（図表２－１７）世帯主被保険者・家族被保険者の掛捨て保険（問１１(1)(2)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 世帯主が被保険者となっている掛け捨て保険を保有しているのは 51.5％、非保有は 37.1％。家族全

員の掛け捨て保険の保有有無を見ると、51.9％が保有し、36.2％が非保有となっている。 

 世帯主が被保険者となっている掛け捨て保険に入っている世帯（852 人）の死亡保障金額は、「１０

００～１５００万円未満」が最多で 15.6％、「５００～７００万円未満」が 14.8％、「２０００～３

０００万円未満」と「３０００～５０００万円未満」が各 10.0％だった。 

 世帯主を含む家族が掛け捨て保険に入っている世帯（858 人）の家族全員の死亡保障合計金額は、「５

００～７００万円未満」「１０００～１５００万円未満」「３０００～５０００万円未満」が各 12.6％

で並んだ。 

2015年 (%) 2013年 (%)

保有 非保有 無回答 保有 非保有 無回答

（n=1,691) （n=1,734)

51.5

50.0

34.9

37.9

13.6

12.1

48.0    

47.3    

36.2    

38.0    

15.8    

14.7    

家族被保険者の掛捨て保険

世帯主被保険者の掛捨て保険

●凡例

2020年 (%) 2018年 (%)

保有 非保有 無回答 保有 非保有 無回答

（n=1,653) （n=2,005)

48.4    

47.9    

34.5    

36.1    

17.1    

16.1    

51.9    

51.5    

36.2    

37.1    

11.9    

11.4    

家族被保険者の掛捨て保険

世帯主被保険者の掛捨て保険

●凡例
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（図表２－１８）世帯主保有掛捨て保険・家族保有掛捨て保険死亡保障金額（問１１(1)・(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～5000万円
以上

4.1    

10.0    
8.1    

10.0    

1.5    

14.0    

3.5    

17.0    

4.4    

10.3    
12.9    

4.3    3.7    
5.2    

7.0    6.9    
3.7    

11.0    

4.6    

16.0    

5.9    

11.7    
14.3    

10.1    

0

10

20

30
世帯主保険額回答者（n=800)

家族保険回答者（n=812)

（％）

2013年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万
円

未満

～1500万
円

未満

～2000万
円

未満

～3000万
円

未満

～5000万
円

未満

～5000万
円

以上

3.6    

8.8    
6.9    

8.7    

2.4    

11.4    

2.4    

18.7    

4.4    

11.4    

15.6    

5.8    
2.8    

5.4    5.8    4.7    
3.2    

12.1    

5.4    

11.5    

6.6    

14.0    
15.9    

12.5    

0

10

20

30
世帯主保険額回答者（n=867)

家族保険回答者（n=893)

（％）

2018年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～5000万円
以上

6.0    

10.4    
8.4    7.3    

1.9    

15.3    

2.5    

17.6    

3.8    

9.2    

12.2    

5.4    3.9    
5.8    6.5    6.1    

2.2    

11.7    

5.1    

14.3    

7.1    

12.6    
14.1    

10.6    

0

10

20

30
世帯主保険額回答者（n=960)

家族保険回答者（n=971)

（％）

2020年

金融資産
保有

金融資産非保有

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～5000万円
以上

6.8    
8.9    9.3    9.5    

2.8    

14.8    

1.8    

15.6    

4.7    

10.0    10.0    

5.9    5.7    5.6    
7.5    6.8    

4.0    

12.6    

5.6    

12.6    

6.2    

11.7    12.6    
9.3    

0

10

20

30
世帯主保険額回答者（n=852)

家族保険回答者（n=858)

（％）
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（６）世帯貯蓄の目的 

 

（図表２－１９）貯蓄の目的（問１２(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 世帯で貯蓄している目的を複数回答で尋ねたところ、「老後の生活への備え」（58.7％）と「病気、災

害、その他不時の出費の備え」（57.7％）が抜きんでて多く、次いで「特に目的はなく、安心のため

の貯蓄」(30.7％)、「子どもの教育費」（29.7％）、「耐久消費財の購入」（28.4％）が僅差で続く。 

老後の生活
への備え

病気、災害、
その他不時
の出費の

備え

特に目的はな
く、安心のた

めの貯蓄

子どもの
教育費

耐久消費財
の購入

要介護状態
になった時の

出費への
備え

旅行や
スポーツなど
のレジャー

自宅又は土
地の取得、
増改築等の

備え

結婚資金（子
どもの結婚資

金を含む）

遺産として残
すための貯蓄

その他の目
的の貯蓄

あてはまるも
のはない

無回答

54.7 
57.7 

29.0 
29.5 

24.1 21.9 20.7 17.0 

10.8 
5.7 5.8 

12.2 

7.6 

56.8 58.2 

28.6 

29.2 
24.1 22.4 

24.0 

16.4 11.7 

6.8 5.1 
10.7 8.8 

55.0 57.0 

29.4 28.6 
23.7 23.7 20.7 

16.6 

10.0 8.2 7.3 8.7 
13.1 

58.7 57.7

30.7 29.7
28.4

22.5 21.6 18.1

9.4 8.6
7.1 6.9 9.9

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（図表２－２０）各貯蓄が総額に占める割合（問１２(2))  

 

 

 

 

  

 各目的の貯蓄が貯蓄総額に占める割合を尋ねたところ、目的種別として最も多くの人が挙げた「老後

の生活への備え」（971 人）では、「２０～４０％未満」が 29.1％、40％以上を答えた人が 40.2％と、

かなりの比率を占めていることが分かる。次いで多かった「病気、災害、その他不時の出費への備え」

（954 人）では「２０～４０％未満」が 31.8％で、40％以上を答えた人は 23.8％であった。 

 割り当て率が 40％以上と回答した世帯が多い項目は、「老後の生活への備え」（40.2％）、「子どもの

教育費」（36.0％）、「特に目的はなく安心のための貯蓄」（32.9％）の順となる。逆に「１０％未満」

が高い項目をみると、「旅行やスポーツ等のレジャー」（18.2％）と「結婚資金」（17.3％）の順。 

40%以上を
答えた人の

計

23.8

36.0

5.8

18.1

40.2

9.1

5.1

1.7

16.2

32.9

21.4

2020年
(%)

１０％未満
１０～２０％

未満
２０～４０％

未満
４０～６０％

未満
６０～８０％

未満
８０～１００％

未満
１００％ 無回答

4.3    

4.3    

17.3    

9.0    

2.2    

7.5    

13.8    

18.2    

7.0    

4.5    

7.7    

24.1    

14.1    

41.7    

28.8    

13.3    

26.1    

41.5    

44.8    

30.3    

21.5    

29.9    

31.8    

33.6    

19.9    

30.4    

29.1    

37.1    

26.0    

18.2    

26.8    

27.0    

23.1    

16.2    

20.6    

5.1    

11.7    

25.2    

7.3    

4.0    

1.4    

11.3    

17.9    

11.1    

2.8    

6.5    

0.6    

4.3    

7.8    

0.8    

0.4    

0.3    

2.8    

4.1    

2.6    

2.0 

6.3 

-

1.3 

5.5 

0.5 

0.4 

-

2.1 

7.3 

2.6 

2.7 

2.6 

-

0.7 

1.6 

0.5 

0.2 

-

-

3.5 

5.1 

16.0    

12.0    

15.4    

13.7    

15.2    

20.2    

13.6    

17.1    

19.7    

14.2    

17.9    

● 凡例

病気、災害、他の出費に備え

(n=954)

子どもの教育費

(n=491)

結婚資金

(n=156)

自宅や土地の取得、増改築費

(n=299)

老後の生活への備え

(n=971)

要介護状態になった時の備え

(n=372)

耐久消費財の購入

(n=470)

旅行やスポーツ等のレジャー

(n=357)

遺産として残すための貯蓄

(n=142)

特に目的はなく安心のための貯蓄

(n=508)

その他の目的の貯蓄

(n=117)
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2015年
(%)

１０％未満
１０～２０％

未満
２０～４０％

未満
４０～６０％

未満
６０～８０％

未満

８０～１００％

未満
１００％ 無回答

3.0    

2.8    

11.1    

8.3    

2.9    

8.2    

15.2    

19.5    

8.7    

5.0    

8.1    

22.0    

14.2    

36.4    

29.9    

11.3    

20.6    

40.9    

43.2    

23.5    

20.7    

31.4    

34.1    

32.6    

30.8    

32.4    

28.5    

37.5    

21.1    

18.3    

30.4    

24.2    

31.4    

17.8    

21.1    

4.5    

11.2    

29.2    

11.9    

5.4    

3.2    

14.8    

18.8    

7.0    

1.7    

5.3    

0.5    

4.0    

5.6    

0.5    

2.2    

2.6    

5.6    

3.5    

2.1    

5.9    

1.4    

3.2    

0.3    

0.5    

5.0    

3.5    

1.1    

3.2    

0.4    

1.7    

0.5    

4.1    

1.2    

18.1    

15.0    

16.7    

12.6    

17.6    

20.6    

14.7    

15.8    

20.0    

16.6    

14.0    

● 凡例

病気、災害、他の出費に備え

(n=984）

子どもの教育費

(n=494）

結婚資金

(n=198）

自宅や土地の取得、増改築費

(n=278）

老後の生活への備え

(n=960）

要介護状態になった時の備え

(n=379）

耐久消費財の購入

(n=408）

旅行やスポーツ等のレジャー

(n=405）

遺産として残すための貯蓄

(n=115）

特に目的はなく安心のための貯蓄

(n=483）

その他の目的の貯蓄

(n=86）

2018年
(%)

１０％未満
１０～２０％

未満
２０～４０％

未満
４０～６０％

未満
６０～８０％

未満
８０～１００％

未満
１００％ 無回答

3.5    

3.3    

11.5    

5.4    

2.1    

6.3    

13.2    

19.0    

7.3    

4.7    

10.9    

21.6    

12.5    

33.0    

29.8    

12.8    

21.6    

42.4    

49.9    

34.8    

26.4    

26.5    

35.3    

30.5    

22.0    

29.5    

32.0    

38.9    

24.8    

16.6    

27.4    

28.1    

25.2    

17.8    

20.7    

6.0    

11.7    

25.3    

12.0    

3.4    

1.7    

9.1    

14.6    

10.9    

2.8    

8.5    

0.5    

3.3    

7.0    

0.6    

0.8    

0.2    

1.2    

5.3    

3.4    

1.7 

5.6 

0.5 

2.7 

3.7 

0.2 

0.6 

-

-

6.8 

2.7 

1.9 

3.0 

-

-

1.3 

0.2 

-

-

0.6 

3.9 

2.7 

15.4    

15.9    

26.5    

17.5    

15.8    

20.2    

14.7    

12.5    

19.5    

10.2    

17.7    

● 凡例

病気、災害、他の出費に備え

(n=1,143)

子どもの教育費

(n=574)

結婚資金

(n=200)

自宅や土地の取得、増改築費

(n=332)

老後の生活への備え

(n=1,102)

要介護状態になった時の備え

(n=476)

耐久消費財の購入

(n=476)

旅行やスポーツ等のレジャー

(n=415)

遺産として残すための貯蓄

(n=164)

特に目的はなく安心のための貯蓄

(n=590)

その他の目的の貯蓄

(n=147)
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2013年
(%)

１０％未満
１０～２０％

未満
２０～４０％

未満
４０～６０％

未満
６０～８０％

未満

８０～１００％

未満
１００％ 無回答

3.6    

2.5    

10.7    

5.8    

1.7    

5.3    

14.6    

20.9    

12.1    

4.2    

5.9    

21.4    

13.5    

42.8    

28.2    

10.7    

24.5    

40.0    

42.3    

25.3    

22.9    

29.7    

36.3    

28.0    

26.2    

31.3    

29.8    

36.9    

24.4    

16.7    

30.3    

25.7    

23.8    

17.9    

19.4    

3.2    

11.6    

26.4    

12.1    

4.1    

3.9    

8.1    

20.9    

12.9    

2.4    

6.7    

1.6    

3.1    

7.7    

1.6    

0.5    

0.8    

1.0    

5.0    

4.0    

1.6    

8.6    

1.7    

5.5    

0.5    

0.7    

1.0    

4.2    

4.0    

1.6    

4.5    

0.5    

1.7    

2.5    

0.5    

0.5    

4.4    

4.0    

15.2    

16.8    

15.0    

16.7    

15.6    

18.5    

15.3    

15.3    

22.2    

12.7    

15.8    

● 凡例

病気、災害、他の出費に備え

(n=1,000)

子どもの教育費

(n=511)

結婚資金

(n=187)

自宅や土地の取得、増改築費

(n=294)

老後の生活への備え

(n=949)

要介護状態になった時の備え

(n=379)

耐久消費財の購入

(n=418)

旅行やスポーツ等のレジャー

(n=359)

遺産として残すための貯蓄

(n=99)

特に目的はなく安心のための貯蓄

(n=502)

その他の目的の貯蓄

(n=101)
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（図表２－２１）貯蓄額の１年前との比較（問１２(3)) 

 

2020 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 貯蓄目的がある人に、その目的の貯蓄の１年前に比べた増減を尋ねたところ、「増えた」の回答が多

い項目は、「子どもの教育費」が 37.5％で特に多く、次いで「結婚資金」(20.5％)、「老後の生活へ

の備え」（20.2％）、「自宅又は土地の取得、増改築などへの備え」(20.1％)が僅差で並んだ。逆に「減

った」の回答は、「旅行やスポーツ等のレジャー」（28.0％）、「その他の目的の貯蓄」（26.5％）、「遺

産として残すための貯蓄」（26.1％）で多かった。 

(%)

増えた 減った 変わらない 無回答

14.4    

37.5    

20.5    

20.1    

20.2    

10.5    

14.0    

12.6    

13.4    

18.3    

11.1    

17.9    

14.7    

15.4    

17.7    

18.5    

16.1    

20.9    

28.0    

26.1    

21.3    

26.5    

58.0    

39.9    

54.5    

50.5    

51.8    

62.4    

56.2    

48.2    

52.8    

50.4    

52.1    

9.7    

7.9    

9.6    

11.7    

9.5    

11.0    

8.9    

11.2    

7.7    

10.0    

10.3    

● 凡例

病気、災害、他の出費に備え

(n=954)

子どもの教育費

(n=491)

結婚資金

(n=156)

自宅や土地の取得、増改築費

(n=299)

老後の生活への備え

(n=971)

要介護状態になった時の備え

(n=372)

耐久消費財の購入

(n=470)

旅行やスポーツ等のレジャー

(n=357)

遺産として残すための貯蓄

(n=142)

特に目的はなく安心のための貯蓄

(n=508)

その他の目的の貯蓄

(n=117)
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2018 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

※2015 年までは「1年前に比べて増えた貯蓄」と「1年前に比べて減った貯蓄」を複数回答で聞いた。 

 

 １年前に比べて増えた貯蓄 

 

 

 

 

 

 

 

１年前に比べて減った貯蓄（問１２(4)、複数回答) 

 

 

 

 

 
病気、災害、
その他不時
の出費への

備え

老後の生活
への備え

旅行やスポー
ツなどの
レジャー

特に目的はな
く、安心のた

めの貯蓄

耐久消費財
の購入

子どもの
教育費

要介護状態
になった時の

出費への
備え

自宅又は土
地の取得、増
改築などの

備え

結婚資金（子
どもの結婚資

金を含む）

遺産として残
すための貯蓄

その他の
目的の貯蓄

無回答

19.5    16.8    
9.2    11.1    10.1    7.7    5.1    5.5    2.9    2.3    2.7    

55.7    

17.2    14.6    
10.1    10.1    9.3    7.4    5.2    5.1    2.9    2.3    2.1    

56.1    

0

25

50

75

100
2013年（n=1,391) 2015年（n=1,362)

（％）

老後の生活
への備え

子どもの
教育費

病気、災害、
その他不時
の出費への

備え

特に目的はな
く、安心のた

めの貯蓄

旅行やスポー
ツなどの
レジャー

自宅又は土
地の取得、増
改築などの

備え

要介護状態
になった時の

出費への
備え

耐久消費財
の購入

結婚資金（子
どもの結婚資

金を含む）

遺産として残
すための貯蓄

その他の
目的の貯蓄

無回答

16.2    15.4    13.1    
8.2    3.9    5.2    3.6    4.7    2.4    0.9    1.7    

61.8    

18.6    15.3    13.1    
8.2    4.6    4.5    4.4    4.1    3.0    1.2    1.9    

59.8    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,391) 2015年（n=1,362)

（％）

(%)

増えた 減った 変わらない 無回答

14.3    

36.2    

15.5    

23.2    

18.6    

11.6    

14.9    

14.7    

11.6    

17.5    

11.6    

18.2    

15.9    

21.0    

15.4    

18.0    

15.1    

21.2    

21.4    

18.9    

20.8    

27.2    

58.4    

40.1    

57.5    

49.4    

53.1    

60.3    

52.5    

52.8    

57.3    

51.2    

50.3    

9.1    

7.8    

6.0    

12.0    

10.3    

13.0    

11.3    

11.1    

12.2    

10.5    

10.9    

● 凡例

病気、災害、他の出費に備え

(n=1,143)

子どもの教育費

(n=574)

結婚資金

(n=200)

自宅や土地の取得、増改築費

(n=332)

老後の生活への備え

(n=1,102)

要介護状態になった時の備え

(n=476)

耐久消費財の購入

(n=476)

旅行やスポーツ等のレジャー

(n=415)

遺産として残すための貯蓄

(n=164)

特に目的はなく安心のための貯蓄

(n=590)

その他の目的の貯蓄

(n=147)
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３．住居について 

（１）現在の住居の構造・築年数・面積 

 

（図表３－１）現在の住居の構造（問１３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－２）現在の住居の築年数（問１３－１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在の住居の構造は、「木造」が最も多く 67.2％、続いて「鉄筋コンクリート」が 23.8％、「防火木

造」が 4.4％、「その他」が 2.9％となった。 

 現在の住居の築年数は、「築２０～２９年」が最も多く 23.4％、続いて「築１０～１９年」が 17.4％、

「築３０～３９年」「築４０～４９年」が各 14.9％で、『築 30年以上』が４割を占める。2013 年から

の推移では、「築５０年以上」が漸増して今回は１割に達した。 

 現在の住居の敷地面積は、「２００～３００㎡未満」が 11.6％で最も多く、続いて「１５０～２００

㎡未満」が 10.5％、次いで「１００～１５０㎡未満」「５０～１００㎡未満」（各 8.4％）の順となっ

た。 

 現在の住居の床面積は、「５０～１００㎡未満」が最も多く 24.7％、続いて「１００～１５０㎡未満」

が 21.2％で、『50～150 ㎡未満』で４割半を占めた。 

(%)

木造 防火木造 ブロック造
鉄筋

コンクリート
その他 無回答

67.2    

62.9    

65.1    

63.3    

4.4    

3.7    

4.0    

3.2    

0.7    

1.2    

1.1    

1.2    

23.8    

26.9    

24.0    

27.2    

2.9    

4.3    

5.0    

3.8    

1.0    

0.9    

0.9    

1.3    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

築１年未満 築１～２年 築３～４年 築５～９年
築１０～
１９年

築２０～
２９年

築３０～
３９年

築４０～
４９年

築５０年
以上

無回答

0.5    
3.2    

3.8    
10.8    

24.3    

19.2    18.2    
11.2    

4.9    3.9    
0.5    

3.8    3.7    
7.9    

22.0    21.5    18.3    

10.7    6.6    5.0    

0.3    3.1    3.2    
7.2    

21.8    

22.6    

15.6    13.9    
8.7    

3.4    0.4
3.4 3.0

7.9

17.4

23.4

14.9
14.9

10.8

3.8

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（図表３－３）敷地面積・床面積（問１３－２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年

50㎡未満
～100㎡

未満
～150㎡

未満
～200㎡

未満
～300㎡

未満
～500㎡

未満
500㎡
以上

無回答

（n=1,653)

（％）

2.3    
8.4    8.4    10.5    11.6    7.7    5.9    

45.3    

7.5    

24.7    21.2    

7.3    4.2    0.8    0.6    

33.6    

0

25

50

75

100

敷地面積 床面積

2018年

50㎡未満
～100㎡

未満
～150㎡

未満
～200㎡

未満
～300㎡

未満
～500㎡

未満
500㎡
以上

無回答

（n=2,005)

（％）

2.2    
9.2    8.4    12.3    13.6    10.9    6.7    

36.8    

4.7    

29.8    
24.2    

9.6    
3.3    1.0    0.3    

27.0    

0

25

50

75

100

敷地面積 床面積

2015年

50㎡未満
～100㎡

未満
～150㎡

未満
～200㎡

未満
～300㎡

未満
～500㎡

未満
500㎡
以上

無回答

（n=1,691)

2.4    
7.3    10.2    12.1    14.4    

9.8    6.4    

37.3    

5.9    

25.3    25.0    

10.1    
4.4    1.1    1.1    

27.3    

0

25

50

75

100

敷地面積 床面積

（％）

2013年

50㎡未満
～100㎡

未満
～150㎡

未満
～200㎡

未満
～300㎡

未満
～500㎡

未満
500㎡
以上

無回答

（n=1,734)

2.5    6.8    9.6    10.8    12.6    10.4    7.8    

39.5    

6.8    

27.7    
22.1    

11.5    
5.4    

1.0    1.0    

24.4    

0

25

50

75

100

敷地面積 床面積

（％）
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（２）現在の住居の住居形態・所有者・取得方法・取得時期 

 

（図表３－４）現在の住居の住居形態（問１４) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－５）現在の住居建物の所有者（問１４－１、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在の住居の住居形態は、『持ち家計』が 78.8％、『借家計』が 19.3％となった。『持ち家計』の内訳

では、「持ち家（一戸建て）」が 69.2％、「持ち家（マンション）」が 8.5％となった。『借家計』の内

訳では、「民間の借家（集合住宅）」（12.9％）、「民間の借家（一戸建て）」（2.9％）、「住宅供給公社・

ＵＲ都市機構・公営の賃貸住宅」（2.4％）となる。 

＊『持ち家計』は「持ち家(一戸建て)」、「持ち家(定期借地権付き一戸建て住宅)」、「持ち家(マンション)」の合計。

『借家計』は「民間の借家(一戸建て)」「民間の借家(マンション、アパート等の集合住宅)」「住宅供給公社・ＵＲ

都市機構・公営の賃貸住宅」「社宅・官舎」の合計 

 持ち家に居住している世帯（1,303 人）に現在の住居（建物）の所有者を複数回答で尋ねたところ、

「世帯主」が最多で 88.3％、次いで「配偶者」が 13.7％。「親、配偶者の親」が 6.3％と続いている。 

 世帯主または配偶者所有の持ち家に居住している世帯（1,203 人）に、住居建物の取得方法を尋ねた

ところ、「購入した」が 76.9％、「相続または譲渡を受けた」が 20.0％、「その他」が 1.2％となった。 

 世帯主または配偶者所有の持ち家に居住している世帯（1,203 人）に、住居建物を購入・相続・譲渡

した時期を尋ねたところ、「１５～２０年未満」が最も多く 14.0％、続いて「５～１０年未満」が

13.5％、「３０～４０年未満」が 11.8％となった。 

*

持ち家計
持ち家

（一戸建て）

持ち家
（定期借地
権付き一戸

建て）

持ち家
（ﾏﾝｼｮﾝ）

借家計
民間の借家
（一戸建て）

民間の借家
（集合住宅）

住宅供給公
社・UR都市
機構・公営
の賃貸住宅

社宅・
官舎

その他 無回答

＊2018年までは「公団・公社・公営の
賃貸アパート」と表記

79.0    
68.4    

0.7    
9.9    

20.0    

2.9    
10.3    

5.7    
1.0    0.4    0.7    

81.1    
72.1    

0.8    8.2    
17.1    

3.7    9.7    
2.4    1.3    0.7    1.0    

80.4    

68.1    

0.8    
11.4    

17.9    

3.1    
10.3    

3.7    
0.7    0.5    1.2    

78.8 69.2

1.1 8.5

19.3

2.9
12.9

2.4 1.1 0.5
1.4

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

世帯主 配偶者 子ども
子どもの
配偶者

孫
親、配偶者

の親
その他 無回答

86.0    

14.7    

2.9    0.4    0.1    
7.3    0.2    

0.5    

85.6    

15.6    

2.0    0.2    -

7.1    

0.6    0.5    

87.1    

15.6    

2.2    
0.3    0.1

6.4    
0.7    0.5    

88.3

13.7 2.5 0.6 0.1 6.3 0.7 0.5

0

25

50

75

100

2013年（n=1,369) 2015年（n=1,372) 2018年（n=1,612) 2020年（n=1,303)

（％）
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（図表３－６）現住の住居建物の取得方法（問１４－２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－７）住居の建物を購入、相続、譲渡した時期（問１４－３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持家世帯主・配偶者保有
(%)

購入した
相続または

譲渡を受けた
その他 無回答

76.9    

77.9    

79.0    

80.3    

20.0    

20.1    

19.4    

18.3    

1.2    

1.1    

0.8    

0.6    

1.9    

0.9    

0.7    

0.9    

●凡例

2020年（n=1,203)

2018年（n=1,483)

2015年（n=1,260)

2013年（n=1,249)

１年未満 ～３年未満 ～５年未満
～10年
未満

～15年
未満

～20年
未満

～25年
未満

～30年
未満

～40年
未満

～50年
未満

50年
以上前

無回答

1.7    
4.2    

6.2    

14.7    16.7    
11.5    

8.6    7.5    

12.0    

5.8    
1.9    

9.3    
1.9    

6.0    5.4    

13.7    12.2    
11.2    10.5    

8.2    
11.7    

6.0    
2.5    

10.7    

3.0    5.4    4.7    
13.0    13.7    11.9    10.5    8.7    9.6    6.6    

2.6    

10.3    

1.6

7.9
5.2

13.5

9.6

14.0 10.9

7.2

11.8

6.2 2.7
9.4

0

25

50

75

100

2013年（n=1,249) 2015年（n=1,260) 2018年（n=1,483) 2020年（n=1,203)

（％）



40 

 

（３）住居の購入資金 

 

（図表３－８）購入資金調達有無 

（問１４－４①、問１４－４②、問１４－４③) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 世帯主または配偶者が購入した持ち家に居住している世帯（925 人）に資金調達の内訳を尋ねたとこ

ろ、金融機関からの借入金は 72.3％、それ以外の借入金は 5.6％、親族からの援助を受けたのは 14.6％

だった（※調達元それぞれについて調達の有無を回答）。 

 金融機関からの借入金を調達した世帯（574 人）の借入金は、「２０００～３０００万円未満」が最

多で 32.6％、「３０００～５０００万円未満」が 26.7％、「１５００～２０００万円未満」が 12.4％。 

 金融機関以外の借入金を調達した世帯（44人）の借入金は、「５００～７００万円未満」が最多で

29.5％、続いて「７００～１０００万円未満」「１０００～１５００万円未満」「２０００～３０００

万円未満」がいずれも 11.4％で並んだ。 

 親族からの援助を調達した世帯（122 人）の借入金は、「５００～７００万円未満」が最も多く 27.9％、

続いて「２００～３００万円未満」が 14.8％、「１００～２００万円未満」が 13.1％、「１０００～

１５００万円未満」が 12.3％となっている。 

2013年 (%) 2015年 (%) 2018年 (%)

調達した
調達して
いない

無回答 調達した
調達して
いない

無回答 調達した
調達して
いない

無回答

世帯主または配偶者が
購入した持ち家に居住（n=1,003）

世帯主または配偶者が
購入した持ち家に居住（n=996）

世帯主または配偶者が
購入した持ち家に居住（n=1,155）

15.5    

9.3    

68.0    

40.4    

43.5    

14.7    

44.2    

47.3    

17.3    

親からの援助

それ以外の借入金

金融機関からの借入金

●凡例

15.9    

8.5    

66.0    

40.4    

44.6    

16.0    

43.8    

46.9    

18.1    

16.9    

7.2    

68.7    

45.0    

50.5    

20.2    

38.1    

42.3    

11.1    

※「親族からの援助」は、 

2018 年までは「親からの援助」

として聞いた。 

2020年 (%)

調達した
調達して
いない

無回答

世帯主または配偶者が
購入した持ち家に居住（n=925）

14.6    

5.6    

72.3    

44.3    

48.3    

19.5    

41.1    

46.1    

8.2    

親族からの援助

それ以外の借入金

金融機関からの借入金

●凡例
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（図表３－９）資金調達内訳（金融機関からの借入金）（問１４－４①) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１０）資金調達内訳（金融機関以外の借入金）（問１４－４②) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１１）資金調達内訳（親族からの援助）（問１４－４③) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～100万円

未満

～200万円

未満

～300万円

未満

～400万円

未満

～500万円

未満

～700万円

未満

～1000万円

未満

～1500万円

未満

～2000万円

未満

～3000万円

未満

～5000万円

未満

～１億円

未満

１億円

以上

3.2    

10.3    
10.3    

14.2    

5.2    

15.5    
7.1    

18.7    

5.8    6.5    
3.2    

- -

10.8    
10.8    

9.5    
11.4    

2.5    

22.2    

4.4    

20.9    

3.2    3.8    - 0.6    -0.6

9.1
14.0 10.4

3.0

21.3

9.8

20.1

1.8
4.3 4.9

0.6
-0.8

13.1
14.8

5.7
5.7

27.9

7.4
12.3

3.3
4.9

4.1 - -
0

25

50

75

100

2013年（n=155) 2015年（n=158) 2018年（n=164) 2020年（n=122)

（％）

～100万円

未満

～200万円

未満

～300万円

未満

～400万円

未満

～500万円

未満

～700万円

未満

～1000万円

未満

～1500万円

未満

～2000万円

未満

～3000万円

未満

～5000万円

未満

～１億円

未満

１億円

以上

0.3    
2.2    

0.7    1.5    
1.2    

3.2    3.2    

16.4    15.4    

34.0    

19.5    

2.1    0.3    0.5    1.4    1.4    1.7    
0.6    

3.7    4.3    

15.7    
12.2    

34.1    

22.4    

1.8    
0.5    0.7    0.9    

1.2    0.7    1.3    3.4    5.3    

14.6    12.5    

29.5    
27.1    

2.5    
0.1    0.7 0.2

1.0
1.7 1.2 3.8

3.8 11.5 12.4

32.6
26.7

4.2
0.2

0

25

50

75

100

2013年（n=682) 2015年（n=657) 2018年（n=678) 2020年（n=574)

（％）

～100万円

未満

～200万円

未満

～300万円

未満

～400万円

未満

～500万円

未満

～700万円

未満

～1000万円

未満

～1500万円

未満

～2000万円

未満

～3000万円

未満

～5000万円

未満

～１億円

未満

１億円

以上

3.2    
7.5    6.5    

15.1    

5.4    

21.5    

6.5    

14.0    
7.5    9.7    

3.2    
- -

18.8
7.1

5.9 9.4
2.4

15.3

9.4 9.4
4.7

9.4 7.1
1.2 -3.0 

7.5 7.5 4.5 
9.0 

19.4 
17.9 

7.5 9.0 
7.5 6.0 1.5 -

4.5
4.5

9.1 4.5
4.5

29.5

11.4
11.4

2.3

11.4 6.8

- -
0

25

50

75

100

2013年（n=93) 2015年（n=85) 2018年（n=67) 2020年（n=44)

（％）



42 

 

（４）現在の住居の購入資金調達先 

 

（図表３－１２）主に調達した金融機関（問１４－５、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１３）最も借入金額の多い民間金融機関（問１４－６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１３－１）主に調達した民間の金融機関（問１４－６) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 世帯主または配偶者が購入した持ち家に居住している世帯のうち、金融機関からの借入金で調達した

世帯（669 人）が主に調達した金融機関種別を複数回答で尋ねたところ、「民間金融機関」が 73.8％、

「住宅金融支援機構(旧 住宅金融公庫)」が 29.9％、「その他」が 1.3％だった。2013 年からの推移

では、「民間金融機関」は増加傾向、逆に「住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）」は減少傾向にある。 

 「民間金融機関」で主に調達した世帯（494 人）に借入先金融機関を尋ねたところ、「銀行」が 71.3％、

「協同組織金融機関」が 27.3％、「その他」が 0.8％となった。 

※2018 年までは、金融

機関名の自由記述回答

を左記の分類で整理し

ていた。 

都市銀行 地方銀行
 第二
 地方銀行

信託銀行 ネット銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫
JAバンク
（農協・
漁協）

その他 無回答

銀行 協同組織金融機関

26.7    

38.7    

2.0    2.0    1.8    

12.6    

1.0    
7.9    5.9    

0.8    0.6    
0

25

50

75

100

2020年（n=494)

（％）

民間金融機関からの調達者 (%)

銀行
協同組織
金融機関

その他
不明・
無回答

71.3    

66.9    

70.2    

69.6    

27.3    

24.5    

24.0    

24.9    

0.8    

1.4    

1.2    

1.9    

0.6    

7.2    

4.5    

3.5    

●凡例

2020年（n=494)

2018年（n=556)

2015年（n=420)

2013年（n=425)

民間金融機関
住宅金融支援機構
(旧 住宅金融公庫)

その他 無回答

62.3    

41.1    

3.4    4.3    

63.9    

39.9    

3.0    3.5    

70.0    

31.7    

1.9    3.5    

73.8    

29.9    

1.3    4.5    

0

25

50

75

100

2013年（n=682) 2015年（n=657) 2018年（n=794) 2020年（n=669)

（％）
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（５）民間金融機関からの借入金の金利 

 

（図表３－１４）民間金融機関からの借入金の金利タイプ（問１４－７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１５）民間金融機関からの借入金の金利（問１４－８) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 主に「民間金融機関」から調達した世帯（494 人）の借入金の金利タイプは、「変動金利型」が 43.9％

で最も多く、次いで「固定金利期間選択型（１０年以下）」（20.2％）、「全期間固定金利型（１０年超）」

（14.6％）の順となっている。 

 民間金融機関からの借入金利率としては、「０．５％～１．０％未満」が 23.9％で最も多く、次いで

「１．０％～１．５％未満」が 15.0％だった。一方、「わからない」が 19.6％に上った。 

0.5%
未満

～1.0%
未満

～1.5%
未満

～2.0%
未満

～2.5%
未満

～3.0%
未満

～3.5%
未満

～4.0%
未満

～4.5%
未満

～5.0%
未満

5.0%
以上

わからな
い

無回答

9.9 

8.7 8.9 9.4 8.9 5.9 4.0 
1.6 0.9 0.5 

7.1 
-

34.1 

6.4 8.6 
10.7 

8.6 
10.7 

6.9 
5.2 1.7 1.4 0.5 

9.3 

-

30.0 

4.5    

15.5    
10.6    11.3    10.6    7.4    

2.2    2.2    1.4    
1.8    6.5    

16.9    
9.2    

3 .6

23 .9
15 .0

8 .1 6 .5
4 .5 3 .0

1 .6 1 .4
0 .6

5 .1

19 .6

7 .1

0

25

50

75

100

2013年（n=425) 2015年（n=420) 2018年（n=556) 2020年（n=494)

（％）

変動金利型
固定金利期間

選択型
（10年以下）

固定金利期間
選択型

（10年超）

全期間
固定金利型
（10年以下）

全期間
固定金利型
（10年超）

その他 無回答

38.4
28.7

9.2 3.8
14.4

-
5.6

41.0

26.2

9.5
3.1

15.7

-
4.5

40.5

23.0

9.9
4.0

15.5

-
7.2

43.9

20.2
11.7

3.0

14.6
1.0 5.5

0

25

50

75

100

2013年（n=425) 2015年（n=420) 2018年（n=556) 2020年（n=494)

（％）
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（６）現在の住居の３年後の資産価値 

 

（図表３－１６）現在の住居の３年後の資産価値（問１５) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１７）現在の住居の３年後の資産価値下落幅（問１５－１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－１８）現在の住居の３年後の資産価値上昇幅（問１５－２) 

 

 

 

 

 

 

  

 現在の住居が持ち家またはその他（借家以外）の世帯（1,311 人）に、現在の住居の３年後の資産価

値がどのようになると思うかを尋ねたところ、「下がる」が 54.6％、「変わらない」が 32.3％、「上が

る」が 4.2％となった。2013 年からの推移では、「下がる」は減少傾向で、「変わらない」が増加傾向

にある。 

 資産価値が「下がる」と回答した人（716 人）に、下落幅の程度を尋ねたところ、「５％～１０％未

満」が最も多く 27.4％、続いて「５％未満」が 23.2％、「１０％～２０％未満」が 20.8％となった。 

 資産価値が「上がる」と回答した人（55人）に、上昇幅の程度を尋ねたところ、「５％未満」（50.9％）

が５割を占め、次いで「５％～１０％未満」が 27.3％、「１０％～２０％未満」が 10.9％となった。 

持ち家・その他に居住 (%)

下がる 変わらない 上がる 無回答

54.6    

57.1    

61.3    

64.1    

32.3    

30.5    

28.0    

26.9    

4.2    

5.2    

3.8    

3.5    

8.8    

7.2    

6.9    

5.5    

●凡例

2020年（n=1,311)

2018年（n=1,623)

2015年（n=1,384)

2013年（n=1,376)

資産価値下がる (%)

５％未満
５％～10％

未満
10％～20％

未満
20％～30％

未満
30％～50％

未満
50％以上 無回答

23.2    

22.1    

23.4    

21.8    

27.4    

26.3    

25.8    

29.9    

20.8    

17.7    

18.0    

17.2    

9.9    

9.7    

11.0    

10.7    

5.2    

7.6    

7.4    

6.7    

8.7    

10.6    

8.8    

8.6    

4.9    

5.9    

5.5    

5.1    

●凡例

2020年（n=716)

2018年（n=926)

2015年（n=849)

2013年（n=882)

資産価値上がる (%)

５％未満
５％～10％

未満
10％～20％

未満
20％～30％

未満
30％～50％

未満
50％～

100％未満
100％以上 無回答

50.9    

51.8    

53.8    

43.8    

27.3    

29.4    

32.7    

37.5    

10.9    

9.4    

7.7    

10.4    

5.5    

7.1    

-

4.2    

-

2.4

1.9

-

1.8 

-

-

4.2 

-

-

1.9 

-

3.6 

-

1.9 

-

●凡例

2020年（n=55)

2018年（n=85)

2015年（n=52)

2013年（n=48)
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（７）現在の住居の家賃 

 

（図表３－１９）現在の住居の家賃（問１６) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在賃貸住宅または社宅・官舎に居住している世帯（319 人）に現在の住居のひと月の家賃（共益費、

管理費を含む）を尋ねたところ、『６～８万円未満』が 26.7％（「６～７万円未満」と「７～8万円未

満」の合計）を占めた。次いで「１０～２０万円未満」が 14.4％、「３～５万円未満」が 11.9％だっ

た。 

- 

３万円未満
～５万円

未満
～６万円

未満
～７万円

未満
～８万円

未満
～９万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
20万円
以上

無回答

9.2 

20.2 
11.6 

11.3 10.7 
6.9 

1.4 

9.0 

-

19.7 

7.9 

14.5 
11.4 

13.8 14.5 
10.3 

2.8 8.6 1.4 

14.8 
9.2    

17.9    
11.2    

11.2    10.9    
8.9    4.2    

12.0    

0.6    

14.0    
5.0

11.9
8.8

13.5 13.2
9.7 5.3

14.4

0.6

17.6

0

25

50

75

100

2013年（n=346) 2015年（n=290) 2018年（n=358) 2020年（n=319)

（％）
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（８）住居の取得予定 

 

（図表３－２０）住居の取得予定（問１７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－２１）取得予定の住居の取得方法（問１７－１) 

 

 

 

 

 

 

 

  

 住居の取得（建て替え、買い替えなどを含む）予定について尋ねたところ、住居の取得予定の有無は、

「今のところ考えていない」が 57.2％を占め、「将来とも住居を取得する気持ちはない」が 24.3％、

「時期ははっきりしないが取得を予定」（6.4％）を含めた取得予定世帯は全体の 9.8％だった。 

 取得予定世帯（161 人）が希望する住居取得方法は、「新規購入」が最も多く 48.4％、続いて「建て

替え」が 29.8％、「買い替え」が 11.2％、「相続・贈与等」が 9.3％となった。 

 取得予定世帯（161 人）に調達資金の内訳を尋ねると、「金融機関からの借入金」は 44.1％、「それ以

外の借入金」は 1.2％、「親族からの援助」9.3％だった。 

 金融機関からの調達予定者（69人）の借入金予定額は、「３０００～５０００万円未満」が最も多く

44.9％、続いて「２０００～３０００万円未満」が 20.3％だった。 

(%)

１年以内に
取得を予定

５年以内に
取得を予定

時期ははっきり
しないが

取得を予定

今のところ
考えていない

将来とも住居を
取得する

気持ちはない

無回答

1.3    

1.0    

1.0    

1.3    

2.1    

1.8    

2.1    

1.6    

6.4    

6.5    

6.4    

7.3    

57.2    

60.0    

62.9    

61.1    

24.3    

24.3    

22.5    

24.5    

8.8    

6.3    

5.1    

4.3    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

住居取得予定者 (%)

新規購入 建て替え 買い替え
相続・
贈与等

無回答

48.4    

48.4    

58.8    

51.4    

29.8    

29.8    

27.5    

32.6    

11.2    

14.9    

10.0    

11.4    

9.3    

4.8    

3.1    

4.0    

1.2    

2.1    

0.6    

0.6    

●凡例

2020年（n=161)

2018年（n=188)

2015年（n=160)

2013年（n=175)
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（図表３－２２）資金調達予定有無    

（問１７－２①、問１７－２②、問１７－２③)    

 

 

 

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表３－２３）資金調達内訳（金融機関）（問１７－２①) 

 

 

 

 

 

 

（図表３－２４）資金調達内訳（金融機関以外）（問１７－２②) 

 

 

 

 

 

 

（図表３－２５）資金調達内訳（親からの援助）（問１７－２③) 

 

 

 

 

  

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～１億円
未満

１億円
以上

1.4 - - - - 2.7 4.1 

16.4 
6.8 

43.8 

21.9 

2.7 -- - - - -
3.9 

1.3 

13.0 
5.2 

45.5 

27.3 

3.9 
-3.2 - - - - 3.2 -

15.9 

3.2 

28.6 

33.3 

12.7 

-- 1.4 - 4.3 -
4.3

1.4
7.2 5.8

20.3

44.9

10.1
-

0

25

50

75

100

2013年（n=73) 2015年（n=77) 2018年（n=63) 2020年（n=69)

（％）

2020年 (%)

調達する
予定あり

調達する
予定なし

無回答

（n=161)

9.3    

1.2    

44.1    

59.6    

65.2    

44.7    

31.1    

33.5    

11.2    

親族からの援助

それ以外の借入金

金融機関からの借入金

●凡例

※「親族からの援助」は、 

2018 年までは「親からの援助」

として聞いた。 

2013年 (%) 2015年 (%) 2018年 (%)

調達する
予定あり

調達する
予定なし

無回答
調達する
予定あり

調達する
予定なし

無回答
調達する
予定あり

調達する
予定なし

無回答

（n=175) （n=160) （n=188)5.3    

3.2    

40.4    

63.8    

66.5    

47.9    

30.9    

30.3    

11.7    

9.7    

4.0    

41.7    

53.7    

58.9    

37.1    

36.6    

37.1    

21.1    

親からの援助

それ以外の借入金

金融機関からの借入金

●凡例

6.9    

1.9    

48.1    

65.6    

67.5    

36.9    

27.5    

30.6    

15.0    

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～１億円
未満

１億円
以上

-

14.3 14.3 

- -

14.3 

-

14.3 14.3 14.3 14.3 

- -- -

33.3 

- - - -

33.3 

- -

33.3 

- -- - - - -

33.3 

-

33.3 

-

33.3 

- - -- - - - -

100.0

- - - - - - -
0

25

50

75

100

2013年（n=7) 2015年（n=3) 2018年（n=3) 2020年（n=1)

（％）

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～700万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～１億円
未満

１億円
以上

- - - -
5.9 

41.2 

-

35.3 

5.9 
-

5.9 5.9 --
9.1 9.1 

- -

45.5 

-

9.1 9.1 9.1 
-

9.1 
-

10.0 
20.0 

-
10.0 

-
10.0 

20.0 20.0 

- -

10.0 

- -
7.1

-

14.3

- -

28.6

-

28.6

-
7.1 7.1 7.1

-
0

25

50

75

100

2013年（n=17) 2015年（n=11) 2018年（n=10) 2020年（n=14)

（％）
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（図表３－２６）住居取得を考えない理由（問１７－３、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 取得予定のない世帯（1,346 人）に住居取得を考えない理由を複数回答で尋ねたところ、多い順に「現

在の自宅に満足している」（48.7％）、「将来どうなるか分からないから」（37.2％）、「資金不足」

（22.8％）、「立地条件が合わない」「適当な広さの物件がない」（各 0.7％）となった。 

現在の自宅に
満足している

将来どうなるか
分からないから

資金不足
立地条件が

合わない
適当な広さの
物件がない

その他 無回答

50.4    

35.2    
25.1    

0.6    0.3    
4.6    5.6    

50.8    

37.2    

23.6    

0.7    0.5    
5.3    4.8    

47.4    

37.2    
24.6    

1.0    0.7    
4.4    7.2    

48.7    

37.2    

22.8    

0.7    0.7    
5.1    7.4    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,484) 2015年（n=1,444) 2018年（n=1,690) 2020年（n=1,346)

（％）
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４．世帯の借入金について 

（１）借入の状況 

 

（図表４－１）借入の目的（問１８(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世帯借入の内訳を複数回答で尋ねたところ、「借入金はない」が最も多く 49.3％、続いて「自宅又は

土地の取得・増改築など」が 25.8％、「耐久消費財の購入資金」が 9.5％となった。次いで、「子供の

教育費」が 3.9％、「生活費」が 3.1％。 

 自宅又は土地の取得・増改築などで借入がある世帯（427 人）の現在借入残高は、「２０００～３０

００万円未満」が 18.7％、「３０００万円以上」が 17.3％で、合計 36％が 2000 万円以上の残高があ

る。 

 耐久消費財（自動車、家具、家電など）の購入資金で借入がある世帯（157 人）の現在借入残高は、

「１００～２００万円未満」が 37.6％と多く、「１００万円未満」（18.5％）と合わせて 56.1％が 200

万円未満の残高だった。 

 子どもの教育費で借入がある世帯（65 人）の現在の借入残高も、「１００～２００万円未満」が 27.7％

で多く、「１００万円未満」（16.9％）と合わせて残高 200 万円未満が 44.6％を占める。 

 生活費の借入がある世帯（52人）の現在の借入残高は、「１００～２００万円未満」が 32.7％、「１

００万円未満」が 26.9％で、合計 59.6％が 200 万円未満である。 

 現在借入残高がある世帯（607 人)において、１年前に比べて残高が減った借入目的（複数回答）は、

「自宅又は土地の取得・増改築など」が 60.8％、「耐久消費財の購入資金」が 16.6％だった。 

自宅又は土地の
取得・増改築など

耐久消費財の
購入資金

子どもの教育費 生活費
その他の目的の

借入金
借入金はない 無回答

25.3 

9.1 
3.3 2.3 

3.6 

53.2 

12.1 

25.4 

7.7 
3.5 3.1 3.5 

51.6 

14.5 

25.5 

7.7 
4.6 2.9 

3.6 

44.4 

21.5 

25.8

9.5
3.9 3.1 5.7

49.3

14.0

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（図表４－２）借入金の残高（問１８(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2018年 (%)

自宅又は土
地の取得・
増改築等

耐久消費財
の購入資金

子どもの教
育費

生活費
.その他の目
的の借入金

（n=512) （n=154) （n=93) （n=59) （n=73)

１００万円未満 2.5           30.5         23.7         33.9         20.5         

～２００万円未満 2.5           30.5         22.6         22.0         20.5         

～３００万円未満 2.7           17.5         15.1         10.2         15.1         

～４００万円未満 2.0           8.4           9.7           3.4           11.0         

～５００万円未満 1.6           1.3           4.3           -            1.4           

～７００万円未満 5.1           0.6           1.1           -            6.8           

～１０００万円未満 8.0           0.6           2.2           -            1.4           

～１５００万円未満 16.6         -            4.3           1.7           1.4           

～２０００万円未満 11.7         -            -            -            1.4           

～３０００万円未満 18.4         -            -            -            -            

３０００万円以上 13.9         -            -            -            4.1           

無回答 15.0         10.4         17.2         28.8         16.4         

2020年 (%)

自宅又は土
地の取得・
増改築等

耐久消費財
の購入資金

子どもの教
育費

生活費
.その他の目
的の借入金

（n=427) （n=157) （n=65) （n=52) （n=95)

１００万円未満 2.1           18.5         16.9         26.9         23.2         

～２００万円未満 2.3           37.6         27.7         32.7         21.1         

～３００万円未満 1.6           19.1         9.2           5.8           12.6         

～４００万円未満 2.1           10.8         10.8         -            7.4           

～５００万円未満 2.3           3.8           4.6           -            3.2           

～７００万円未満 7.0           0.6           15.4         5.8           1.1           

～１０００万円未満 7.7           -            -            -            6.3           

～１５００万円未満 14.3         -            -            -            4.2           

～２０００万円未満 12.2         -            -            -            1.1           

～３０００万円未満 18.7         0.6           -            1.9           4.2           

３０００万円以上 17.3         -            -            -            4.2           

無回答 12.2         8.9           15.4         26.9         11.6         

2015年
(%)

自宅又は土
地の取得・
増改築等

耐久消費財
の購入資金

子どもの教
育費

生活費
.その他の目
的の借入金

（n=430) （n=130) （n=59) （n=53) （n=60)

１００万円未満 0.5           33.1         18.6         43.4         31.7         

～２００万円未満 2.3           25.4         18.6         15.1         16.7         

～３００万円未満 4.0           14.6         20.3         13.2         10.0         

～４００万円未満 2.3           6.9           5.1           3.8           3.3           

～５００万円未満 2.6           0.8           10.2         -            5.0           

～７００万円未満 5.3           2.3           5.1           1.9           3.3           

～１０００万円未満 6.0           -            3.4           -            1.7           

～１５００万円未満 15.6         -            -            -            -            

～２０００万円未満 14.4         -            -            -            -            

～３０００万円未満 16.5         -            -            -            -            

３０００万円以上 10.2         -            -            -            -            

無回答 20.2         16.9         18.6         22.6         28.3         

2013年
(%)

自宅又は土
地の取得・
増改築等

耐久消費財
の購入資金

子どもの教
育費

生活費
.その他の目
的の借入金

 (n=438) (n=157) (n=58) (n=40) (n=63)

１００万円未満 1.4           30.6         24.1         37.5         22.2         

～２００万円未満 2.5           31.8         25.9         20.0         15.9         

～３００万円未満 3.2           13.4         17.2         7.5           15.9         

～４００万円未満 2.3           7.6           10.3         7.5           4.8           

～５００万円未満 3.4           1.9           3.4           -            -            

～７００万円未満 7.8           1.9           3.4           -            6.3           

～１０００万円未満 6.4           -            1.7           -            4.8           

～１５００万円未満 16.9         -            -            -            7.9           

～２０００万円未満 13.0         -            -            -            1.6           

～３０００万円未満 21.0         -            -            -            6.3           

３０００万円以上 7.8           -            -            -            9.5           

無回答 14.4         12.7         13.8         27.5         4.8           
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（図表４－３）1年前に比べて増加した借入金（問１８(3)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表４－４）1年前に比べて減少した借入金（問１８(4)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自宅又は土地の
取得・増改築など

耐久消費財の
購入資金

子どもの教育費 生活費
その他の目的の

借入金
無回答

62.0 

16.9 

4.2 2.7 
6.3 

21.1 

59.9 

14.5 
4.5 3.3 

6.6 

25.3 

62.6 

15.5 
6.7 3.8 

6.5 

22.0 

60.8    

16.6    

5.3    3.5    
9.2    

23.1    

0

25

50

75

100

2013年（n=602) 2015年（n=573) 2018年（n=682) 2020年（n=607)

（％）

自宅又は土地の
取得・増改築など

耐久消費財の
購入資金

子どもの教育費 生活費
その他の目的の

借入金
無回答

2.5 6.5 3.7 2.8 1.7 

85.0 

3.3 4.2 3.8 3.3 2.8 

85.0 

2.8 5.0 4.5 3.8 2.3 

83.4 

2.5    
6.6    

3.6    
4.0    

3.3    

83.5    

0

25

50

75

100

2013年（n=602) 2015年（n=573) 2018年（n=682) 2020年（n=607)

（％）
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５．仕事と家計について 

（１）世帯主・配偶者の就労有無 

 

（図表５－１）世帯主・配偶者の就労有無（問１９・問２１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世帯主が現在収入をともなう仕事をしているかについて尋ねたところ、「している」が 70.1％、「し

ていない（求職活動もしていない）」は 22.1％、「していない（求職中）」は 2.5％だった。 

 配偶者は、「している」が 46.1％、続いて「していない（求職活動もしていない）」が 32.7％、「して

いない（求職中）」が 5.4％だった。 

2020年 (%)

している
していない
（求職中）

していない
（求職活動
もしていな

い）

配偶者は
いない

無回答

（

（

46.1    

70.1    

5.4    

2.5    

32.7    

22.1    

9.7    6.1    

5.3    

配偶者（n=1,653)

世帯主（n=1,653)

●凡例

2018年 (%)

している
していない
（求職中）

していない
（求職活動
もしていな

い）

配偶者は
いない

無回答

配偶者（

世帯主（

46.1    

70.3    

5.8    

3.2    

36.8    

24.6    

8.6    

2.7    

1.8    

（n=2,005)

（n=2,005)

●凡例

2015年 (%) 2013年 (%)

している
していない
（求職中）

していない
（求職活動
もしていな

い）

配偶者は
いない

無回答 している
していない
（求職中）

していない
（求職活動
もしていな

い）

配偶者は
いない

無回答

45.1    

71.5    

7.0    

3.0    

37.3    

24.0    

9.6    1.0    

1.4    

(n=1,734)

（n=1,734)

●凡例

44.9    

70.4    

6.9    

4.4    

36.0    

23.5    

9.9    

2.4    

1.6    

配偶者（n=1,691)

世帯主（n=1,691)

●凡例
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（２）現在就業中の世帯主・配偶者の就労状況 

 

（図表５－２）就業中世帯主・配偶者の雇用形態（問１９－１(1) ・問２１－１(1)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在就業中の世帯主（1,158 人）の雇用形態は、「正社員・正規職員」が 64.5％で最も多く、次いで

「パート・アルバイト」（9.0％）、「自営業（雇人なし）」（8.7％）、「嘱託・契約社員」（7.9％）、が僅

差で並ぶ。現在就業中の配偶者（762 人）の雇用形態は、「パート・アルバイト」が 48.0％で最も多

く、「正社員・正規職員」が 31.2％、「嘱託・契約社員」が 6.2％の順だった。 

 就業者の業種内訳は、世帯主は「その他サービス業」が 23.8％で最多で、「製造業」が 19.5％で続い

た。配偶者も「その他サービス業」が 26.1％で最も多く、「医療・福祉」が 22.7％で続いた。 

 就業者の職種は、世帯主では「技能工・生産工程に関わる職業」が 21.3％で最も多く、次いで「専

門・技術的職業」（18.8％）、「事務的な仕事」（12.0％）、「営業・販売の仕事」（11.8％）の順だった。

配偶者では、「事務的な仕事」（23.9％）に「サービスの職業」（23.1％）と「専門・技術的職業」（22.7％）

が僅差で続いた。 

2015年

正社員・
正規職員

嘱託・
契約社員

派遣社員
パート・

アルバイト
自営業

（雇人あり）
自営業

（雇人なし）
自営業の
手伝い

内職 その他 無回答

60.7    

7.9    
0.6    

8.1    8.6    10.7    
0.6    0.2    1.5    1.1    

29.1    

6.3    
0.8    

47.2    

2.6    5.7    6.7    
0.7    0.4    0.5    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2013年

正社員・
正規職員

嘱託・
契約社員

派遣社員
パート・

アルバイト
自営業

（雇人あり）
自営業

（雇人なし）
自営業の
手伝い

内職 その他 無回答

62.7    

6.9    
0.9    

8.3    7.7    10.2    
0.8    0.3    0.7    1.5    

24.9    

7.4    
1.3    

48.7    

3.1    4.9    7.5    
1.2    0.6    0.4    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,240) 配偶者(n=782)

（％）

2018年

正社員・
正規職員

嘱託・
契約社員

派遣社員
パート・

アルバイト
自営業

（雇人あり）
自営業

（雇人なし）
自営業の
手伝い

内職 その他 無回答

62.2    

8.8    
1.0    

8.9    7.1    8.7    
0.6    0.1    1.0    1.8    

28.8    

7.1    
2.6    

47.7    

1.9    4.2    4.8    
0.2    1.4    1.2    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2020年

正社員・
正規職員

嘱託・
契約社員

派遣社員
パート・

アルバイト
自営業

（雇人あり）
自営業

（雇人なし）
自営業の
手伝い

内職 その他 無回答

64.5    

7.9    
0.9    

9.0    6.8    8.7    
0.7    0.0    0.5    0.9    

31.2    

6.2    
1.3    

48.0    

1.8    3.8    4.5    
0.1    1.0    2.0    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）
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（図表５－３）就業中世帯主・配偶者の業種（問１９－１(2)、問２１－１(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
2015年

農林漁業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・水

道業
情報通信業 運輸業

卸売・
小売業

飲食業・
宿泊業

医療・福祉
教育・学習

支援業

複合サービ
ス業　協同
組合・郵便

局

複合サービ
ス業　その

他
公務 その他 無回答

3.4    
12.4    

20.4    

2.8    4.0    6.2    9.2    
3.9    5.8    2.4    2.1    

7.2    6.9    10.6    
2.7    2.4    3.3    

10.9    

0.8    1.6    1.3    

13.4    
8.7    

21.5    

5.9    2.5    
8.4    5.1    

11.6    
2.5    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2013年

農林漁業 建設業 製造業
電気・ガス・
熱供給・水

道業
情報通信業 運輸業

卸売・
小売業

飲食業・
宿泊業

医療・福祉
教育・学習

支援業

複合サービ
ス業　協同
組合・郵便

局

複合サービ
ス業　その

他
公務 その他 無回答

4.6    
11.0    

19.2    

4.2    4.4    6.9    
11.2    

3.8    4.8    3.5    1.5    
7.2    7.0    7.3    3.5    3.6    3.7    

10.5    
0.9    1.8    3.2    

15.9    
9.0    

17.9    

4.5    1.7    
10.5    

5.6    7.0    4.3    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,240) 配偶者(n=782)

（％）

2018年

農林漁業 建設業 製造業
運輸業、郵

便業
卸売業・小

売業

宿泊業、飲
食サービ

ス業
医療・福祉

公務、教
育、電気水

道業

その他
サービス

業
無回答

3.4    
11.3    

19.3    

7.0    8.7    
2.8    

7.3    
11.8    

24.1    

4.3    2.4    3.9    
10.5    

2.7    
11.3    

5.5    

19.5    
11.9    

25.6    

6.7    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2020年

農林漁業 建設業 製造業
運輸業、郵

便業
卸売業・小

売業

宿泊業、飲
食サービス

業
医療・福祉

公務、教
育、電気水

道業

その他サー
ビス業

無回答

2.8    
11.6    

19.5    

7.9    9.2    
1.8    

7.9    11.7    

23.8    

3.6    1.3    3.3    
8.8    

2.4    
10.5    

5.9    

22.7    

11.4    

26.1    

7.6    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）
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（図表５－４）就業中世帯主・配偶者の職種（問１９－１(3) ・問２１－１(3)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

2013年

専門・

技術的職業

管理的な

仕事

事務的な

仕事

営業・販売の

仕事

技能工・生産

工程に

関わる職業

運輸・通信の

仕事
保安的職業

農林漁業に

関わる職業

サービス

の職業
その他 無回答

15.0    
9.2    11.2    13.0    

24.1    

6.7    2.4    4.3    
9.1    

2.0    3.0    

19.1    

0.8    

20.2    15.9    
9.1    

2.9    0.3    3.7    

22.3    

1.8    4.1    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,240) 配偶者(n=782)

（％）

2015年

専門・

技術的職業

管理的な

仕事

事務的な

仕事

営業・販売の

仕事

技能工・生産

工程に

関わる職業

運輸・通信の

仕事
保安的職業

農林漁業に

関わる職業

サービス

の職業
その他 無回答

17.1    
9.7    11.1    12.7    

22.7    

6.1    2.0    2.9    
8.1    

2.4    5.1    

20.9    

1.7    

24.6    

12.4    8.4    
1.4    0.1    1.8    

21.6    

1.6    5.3    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2018年

専門・

技術的職業

管理的な

仕事

事務的な

仕事

営業・販売の

仕事

技能工・生産

工程に

関わる職業

運輸・通信の

仕事
保安的職業

農林漁業に

関わる職業

サービス

の職業
その他 無回答

17.7    
9.9    12.2    11.9    

22.1    

7.4    
2.9    2.7    

7.9    
1.7    3.5    

21.4    

1.8    

25.0    

11.1    8.5    
1.4    0.1    2.3    

21.8    

2.8    3.7    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2020年

専門・
技術的職業

管理的な
仕事

事務的な
仕事

営業・販売の
仕事

技能工・生産

工程に
関わる職業

運輸・通信の
仕事

保安的職業
農林漁業に
関わる職業

サービス
の職業

その他 無回答

18.8    
9.6    12.0    11.8    

21.3    

7.8    
1.9    2.5    

9.4    
2.6    2.2    

22.7

0.8

23.9

13.0
8.5

1.8 - 1.2

23.1

1.7 3.3

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）
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（図表５－５）就業中世帯主・配偶者勤務先の従業員数（問１９－１(4)、問２１－１(4)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 勤務先従業員数は、世帯主では「１，０００人以上」が最も多く 17.8％、次いで「３０人以上１０

０人未満」（14.3％）、「５人未満」（14.1％）の順となった。配偶者では「３０人以上１００人未満」

（19.4％）、「１０人以上３０人未満」（13.1％）の順となった。 

 週平均就労時間は、世帯主、配偶者ともに「４０～５０時間未満」が最も多く、世帯主では 43.2％、

配偶者では 25.7％を占める。そのうち残業時間については、「０時間」が世帯主の 31.6％、配偶者の

46.9％で最も多く、そのほかでは、世帯主は「５時間未満」「５～１０時間未満」「１０～１５時間未

満」がいずれも約１割ずつ、配偶者は「５時間未満」が 8.7％で最も多かった。 

 入社時期は、世帯主、配偶者ともに「２０１０年代」が最も多く、2000 年から 2019 年までの期間で、

世帯主の５割半、配偶者の６割半を占めた。 

2018年

５人未満
５人以上
10人未満

10人以上
30人未満

30人以上
100人未満

100人以上
300人未満

300人以上
500人未満

500人以上
1,000人
未満

1,000人
以上

官公庁 わからない 無回答

14.8    
7.2    10.4    14.0    10.8    

5.0    4.8    

16.3    

5.3    4.5    6.9    
12.9    10.5    

16.9    19.2    

8.4    
3.5    2.7    

9.4    
3.2    6.6    6.7    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2013年

５人未満
５人以上
10人未満

10人以上
30人未満

30人以上
100人未満

100人以上
300人未満

300人以上
500人未満

500人以上
1,000人
未満

1,000人
以上

官公庁 わからない 無回答

15.4    
7.3    9.4    

15.2    
9.7    

4.7    5.6    
15.1    

4.2    5.6    7.9    
16.5    

10.2    
15.6    16.8    

9.1    
3.8    3.3    

8.3    
3.6    5.5    7.3    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1240) 配偶者(n=782)

（％）

2015年

５人未満
５人以上
10人未満

10人以上
30人未満

30人以上
100人未満

100人以上
300人未満

300人以上
500人未満

500人以上
1,000人
未満

1,000人
以上

官公庁 わからない 無回答

17.4    

5.5    
10.1    13.9    11.5    

5.4    4.1    

14.9    
4.5    5.0    7.7    

14.9    12.0    15.0    17.1    
9.1    

3.8    3.7    7.4    3.3    6.2    7.5    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2020年

５人未満
５人以上
10人未満

10人以上
30人未満

30人以上
100人未満

100人以上
300人未満

300人以上
500人未満

500人以上
1,000人
未満

1,000人
以上

官公庁 わからない 無回答

14.1    
6.0    

10.9    14.3    
9.3    6.4    6.0    

17.8    

4.7    4.2    6.1    
10.6    10.2    13.1    

19.4    
9.8    

3.7    5.0    
10.9    

3.3    7.1    6.8    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）
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（図表５－６）就業中世帯主・配偶者の週平均就労時間（問１９－１(5)、問２１－１(5)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔うち 残業時間〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2018年

10時間
未満

～20時間
未満

～30時間
未満

～40時間
未満

～50時間
未満

～60時間
未満

～70時間
未満

～80時間
未満

～90時間
未満

～100時間
未満

100時間
以上

無回答

7.4    4.3    3.6    7.6    

38.6    

17.4    
8.3    

3.0    1.2    0.2    0.1    
8.2    11.3 10.3 

19.3 
14.7 

28.6 

5.7 1.8 0.6 0.8 - -
6.9 

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2015年

10時間
未満

～20時間
未満

～30時間
未満

～40時間
未満

～50時間
未満

～60時間
未満

～70時間
未満

～80時間
未満

～90時間
未満

～100時間
未満

100時間
以上

無回答

7.8    6.1    3.8    6.5    

33.0    

16.1    
9.6    

3.5    0.9    0.3    0.5    

11.8    13.7    11.2    
19.0    

14.4    
24.1    

4.5    2.0    0.5    0.7    - 0.4    
9.6    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2013年

10時間
未満

～20時間
未満

～30時間
未満

～40時間
未満

～50時間
未満

～60時間
未満

～70時間
未満

～80時間
未満

～90時間
未満

～100時間
未満

100時間
以上

無回答

7.7    6.3    3.6    6.9    

34.1    

16.2    
10.0    

3.2    1.1    0.7    0.5    
9.6    

14.7 
9.2 

19.7 
14.2 

26.5 

5.9 2.7 0.5 - 0.1 0.3 
6.3 

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,240) 配偶者(n=782)

（％）

０時間 ５時間未満 10時間未満 15時間未満 15時間以上 無回答

31.6    

10.2    10.4    11.0    
6.6    

30.2    

46.9

8.7 5.2 4.5 1.4

33.3

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）

2020年

10時間
未満

～20時間
未満

～30時間
未満

～40時間
未満

～50時間
未満

～60時間
未満

～70時間
未満

～80時間
未満

～90時間
未満

～100時間
未満

100時間
以上

無回答

12.5    
5.4    3.5    7.5    

43.2    

12.4    
5.4    1.3    0.2    0.1    0.2    

8.4    
16.0

11.3
18.5

13.4

25.7

5.5 1.6 0.1 0.1 - 0.1
7.6

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）
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（図表５－７）就業中世帯主・配偶者の入社時期（問１９－１(6)、問２１－１(6)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015年

1950年代
以前

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代 無回答

- 0.8    
6.5    

13.2    16.7    
24.4    23.0    

15.4    

- 0.3    3.0    5.3    
13.3    

27.9    
35.0    

15.2    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2018年

1950年代
以前

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代 無回答

0.1    1.1    4.3    
14.1    

18.4    20.4    
27.3    

14.3    

- 0.6    0.9    
6.5    

12.3    

23.2    
40.0    

16.5    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2013年

1950年代
以前

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代 無回答

0.6    1.3    
7.7    

15.3    17.7    
27.3    

16.6    13.5    

0.1    0.8    4.5    6.5    
12.8    

32.5    30.6    

12.3    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,240) 配偶者(n=782)

（％）

2020年

1950年代
以前

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代 2020年 無回答

16.5    

（％）

0.1    0.3    2.0    
11.0    14.3    

22.1    
32.0    

4.9    
13.3    

- 0.1    0.4    2.9    
7.7    

20.3    

45.9    

8.1    
14.4    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)
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（３）就業中世帯主・配偶者の就労継続希望年齢 

 

（図表５－８）世帯主・配偶者の就労継続希望年齢（問１９－２・問２１－２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在就業中の世帯主（1,158 人）に、何歳まで働き続けたいかを尋ねたところ、「６５～６９歳まで」

が最も多く 37.7％、続いて「７０～７４歳まで」が 22.5％、「６０～６４歳まで」が 16.3％となっ

た。現在就業中の配偶者（762 人）では、「６０～６４歳まで」が最も多く 31.2％、続いて「６５～

６９歳まで」が 30.4％、「７０～７４歳まで」が 15.0％となる。2013 年からの推移では、70歳以上

の回答が増加傾向にあり、2020 年調査で 70歳以上を回答した人は世帯主の 39.5％、配偶者の 21.7％

に上った。 

2020年

50歳
未満

50～54歳
まで

55～59歳
まで

60～64歳
まで

65～69歳
まで

70～74歳
まで

75～79歳
まで

80歳を超え
る年齢まで

無回答

0.3    0.7    1.1    

16.3    

37.7    

22.5    

10.5    6.4    4.4    2.2    3.8    3.3    

31.2    30.4    

15.0    

3.3    3.4    7.3    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,158) 配偶者(n=762)

（％）

2018年

50歳
未満

50～54歳
まで

55～59歳
まで

60～64歳
まで

65～69歳
まで

70～74歳
まで

75～79歳
まで

80歳を超え
る年齢まで

無回答

0.4    0.3    0.9    

18.3    

37.7    

20.5    

8.2    5.5    8.2    
3.0    3.6    3.7    

30.7    26.9    

14.6    
4.1    2.8    

10.5    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,410) 配偶者(n=924)

（％）

2015年

50歳
未満

50～54歳
まで

55～59歳
まで

60～64歳
まで

65～69歳
まで

70～74歳
まで

75～79歳
まで

80歳を超え
る年齢まで

無回答

0.2    0.9    0.7    

19.9    

37.5    

19.2    

6.6    5.1    
9.8    

1.8    4.1    5.1    

34.3    
25.6    

9.5    
3.2    2.9    

13.6    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,191) 配偶者(n=759)

（％）

2013年

50歳
未満

50～54歳
まで

55～59歳
まで

60～64歳
まで

65～69歳
まで

70～74歳
まで

75～79歳
まで

80歳を超え
る年齢まで

無回答

0.1    0.6    1.2    

21.1    

40.8    

17.1    

5.6    4.7    8.8    
2.4    4.7    5.4    

35.0    
28.9    

9.7    
2.9    2.3    

8.6    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,240) 配偶者(n=782)

（％）
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（４）就業中世帯主・配偶者の新型コロナウイルス感染症の影響（2020年新設） 

 

（図表５－９）世帯主・配偶者のコロナ禍前後の就労収入変化（問１９－３(1)、２１－３(1)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－１０）変化があった場合の変化の程度（問１９－３(2)、２１－３(2)１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在就業中の世帯主（1,158 人）に、新型コロナウイルス感染症の問題が発生する前の通常月と比較

した就労収入の変化を尋ねたところ、72.4％は「変わらない」と回答した。「減った」は 22.7％、「増

えた」は 1.6％。現在就業中の配偶者（762 人）も同様で、「変わらない」が 75.1％、「減った」は 16.4％、

「増えた」は 1.6％。 

 「増えた」または「減った」と回答した人に、就労収入の変化の幅を、コロナ禍前を 100 としたパー

センテージで聞いたところ、世帯主（281 人）では「10～19％」（16.4％）、「70～79％」（14.2％）が

多く、配偶者（137 人）では「50～59％」（18.2％）、「10～19％」（14.6％）が多かった。 

0～9%
10～
19%

20～
29%

30～
39%

40～
49%

50～
59%

60～
69%

70～
79%

80～
84%

85～
89%

90～
99%

100～
109%

110～
119%

120%
以上

無回答

5.3    

16.4    
11.4    6.8    

3.6    8.5    
5.3    

14.2    8.2    
1.8    

5.7    
1.8    1.8    1.8    

7.5    3.6    

14.6    

7.3    6.6    2.9    

18.2    

6.6    8.8    6.6    
1.5    

7.3    
2.2    2.9    3.6    7.3    

0

25

50

75

100
世帯主の直近月収と通常月の増減幅(n=281)

配偶者の直近月収と通常月の増減幅(n=137)

（％）

(%)

変わらない 増えた 減った
コロナ禍の
前は非就業

無回答

75.1    

72.4    

1.6    

1.6    

16.4    

22.7    

2.2    

0.7    

4.7    

2.7    

配偶者（n=762)

世帯主（n=1,158)

●凡例
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（図表５－１１）世帯主・配偶者の雇用や働き方にかかわる影響（問２０・問２２、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在被雇用の世帯主（953 人）と配偶者（661 人）に、新型コロナウイルス感染症による雇用や働き

方への影響を複数回答で尋ねたところ、「影響があまりなかった」が過半数を占めた（世帯主 54.4％、

配偶者 61.3％）が、影響があった内容としては「勤務日数や労働時間が減った」が世帯主 19.0％、

配偶者 17.9％と多く、「在宅勤務・テレワークへの切替え」（世帯主 16.6％、配偶者 7.7％）がこれ

に次いだ。 

勤務日数や
労働時間が

減った

勤務日数や
労働時間が

増えた

在宅勤務・
テレワーク

への切替え

時差出勤へ
の切替え

期間満了
に伴う雇い

止め

使用者から
の解雇

自発的な
退職

勤め先の休
廃業・倒産に

伴う失業

その他
影響があま
りなかった

無回答

19.0

4.1

16.6

8.0
- 0.4 0.5 0.3 1.5

54.4

6.0

17.9

5.0 7.7
3.8

0.2 - 0.8 0.6 1.4

61.3

6.8

0

25

50

75

100

世帯主（n=953) 配偶者(n=661)

（％）



62 

 

（５）就労収入 

 

（図表５－１２）世帯主・配偶者の前年１年間の就労収入有無（問２３(1)･(2)) 

 

2020 年                                2018 年 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年                                2013 年 

 

 

 

 

 

 

 

  

 前年（2019 年）１年間に就労収入があった人は、世帯主では 65.7％、配偶者では 45.9％である。配

偶者の「昨年 1年間に就労収入あり」は、2013 年以降増加傾向にある。 

 前年１年間に就労収入があった世帯主（1,086 人）の前年の就労収入（税込）は、「４００～５００

万円未満」（14.2％）と「３００～４００万円未満」（13.4％）が多く、「６００～７００万円未満」

（12.1％）、「５００～６００万円未満」（11.2％）と続き、『300～700 万円未満』の幅に５割が収ま

る。 

 同様に、前年 1年間に就労収入があった配偶者（758 人）の前年の就労収入（税込）をみると、「～

１００万円未満」が 31.0％で最多、次いで「１００～２００万円未満」が 29.4％で、200 万円未満

が６割を占める。 

(%)

昨年１年間
に就労収入

あり

昨年１年間
に就労収入

なし

配偶者はい
ない

無回答

42.6    

62.3    

33.2    

21.8    

8.6    15.6    

15.8    

配偶者（n=2,005)

世帯主（n=2,005)

●凡例

(%)

昨年１年間
に就労収入

あり

昨年１年間
に就労収入

なし

配偶者はい
ない

無回答

39.6    

60.4    

36.0    

24.8    

9.9    14.5    

14.8    

配偶者（n=1,691)

世帯主（n=1,691)

●凡例

(%)

昨年１年間
に就労収入

あり

昨年１年間
に就労収入

なし

配偶者はい
ない

無回答

38.6    

62.6    

38.0    

22.7    

9.6    13.8    

4.0    

配偶者(n=1,734)

世帯主（n=1,734)

●凡例

(%)

昨年１年間
に就労収入

あり

昨年１年間
に就労収入

なし

配偶者はい
ない

無回答

45.9    

65.7    

28.3    

18.6    

9.7    16.2    

15.7    

配偶者（n=1,653)

世帯主（n=1,653)

●凡例
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（図表５－１３）世帯主・配偶者の前年１年間の就労収入（問２３(1)･(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015年

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

6.7    8.9    11.1    12.9    13.4    13.9    
9.4    9.0    5.6    2.3    5.2    

0.6    1.1    

32.4    29.4    

12.8    10.0    6.6    3.7    2.7    1.3    0.3    0.1    0.1    0.3    0.1    
0

25

50

75

100

世帯主の昨年１年間の就労収入（税込） (n=1,022)

配偶者の昨年１年間の就労収入（税込） (n=670)

（％）

- - - 

2018年

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

7.4    8.6    11.2    13.6    12.7    11.3    11.7    
6.6    4.6    3.0    

7.7    
1.4    0.4    

31.9    28.1    

14.8    
8.9    5.9    4.9    2.3    1.4    0.4    0.2    0.6    0.5    0.2    

0

25

50

75

100

世帯主の昨年１年間の就労収入（税込） (n=1,250)

配偶者の昨年１年間の就労収入（税込） (n=854)

（％）

2013年

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

6.7    9.1    11.1    14.9    13.4    12.2    11.8    
7.7    5.6    1.7    4.3    0.9    0.4    

31.7 32.4 

13.9 
8.4 5.1 3.4 2.8 1.3 - 0.1 0.7 - -

0

25

50

75

100

世帯主の昨年１年間の就労収入（税込） (n=1,086)

配偶者の昨年１年間の就労収入（税込） (n=669)

（％）

2020年

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

5.3    8.0    10.7    13.4    14.2    11.2    12.1    
6.6    6.3    3.5    6.7    

1.0    0.9    

31.0    29.4    

12.0    12.8    
5.3    3.3    2.4    1.5    0.7    0.7    0.8    0.1    0.1    

0

25

50

75

100

世帯主の昨年１年間の就労収入（税込） (n=1,086)

配偶者の昨年１年間の就労収入（税込） (n=758)

（％）
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（６）世帯収入 

 

（図表５－１４）世帯の総収入（問２４(1)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－１５）世帯の手取り額（問２４(2)) 

 

  

 

 

 

 

  

 昨年１年間の世帯収入（税込総収入）は、「１０００～１５００万円未満」が最も多く 9.8％で、続

いて「３００～４００万円未満」（8.8％）、「５００～６００万円未満」（8.2％）、「４００～５００万

円未満」（8.1％）が僅差で並んだ。 

 昨年１年間の税抜き手取り額の世帯収入は、「４００～５００万円未満」（12.2％）、「３００～４００

万円未満」（11.6％）、「２００～３００万円未満」（9.6％）、「５００～６００万円未満」（9.3％）の

順となった。『500 万円未満』が全体の４割強を占める。 

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

無回答

2.4 
4.3 

8.1 
10.6 10.3 9.5 8.6 

6.4 4.3 
3.6 6.9 

1.6 0.8 

22.8 

1.4 
4.1 

6.8 8.9 7.3 
9.2 8.5 6.4 

4.7 2.9 
7.9 

1.6 1.1 

29.2 

5.3 
3.2 

5.8 7.9 7.9 7.5 7.2 6.1 5.4 3.9 
8.6 

2.3 
1.0 

27.7 

5 .3    
2 .5    

6 .0    8 .8    8 .1    8 .2    7 .4    6 .7    6 .2    4 .6    
9 .8    

1 .9    1 .9    

2 2 .6    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

～100万円
未満

～200万円
未満

～300万円
未満

～400万円
未満

～500万円
未満

～600万円
未満

～700万円
未満

～800万円
未満

～900万円
未満

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

2000万円
以上

無回答

2.4 4.8 
11.8 

13.3 11.2 
7.3 5.2 3.6 2.5 1.0 

2.5 0.5 0.1 

33.9 

2.9 
5.4 9.9 10.3 10.9 

7.8 6.2 
3.4 2.8 1.5 1.9 0.3 

0.2 

36.4 

5.9 4.5 8.5 10.7 8.9 7.9 6.1 4.2 
3.0 1.8 

2.6 0.5 0.1 

35.1 

5 .7    4 .4    

9 .6    11 .6    12 .2    9 .3    

5 .6    4 .4    3 .1    2 .1    2 .7    1 .0    0 .2    

28 .3    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（７）世帯支出 

 

（図表５－１６）一か月あたりの世帯支出（問２５(1)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－１７）一か月あたりの住宅などのローン返済の有無（問２５(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－１８）一か月あたりの住宅などのローン返済額（問２５(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

  

 前年一か月あたりの平均支出は、「２０～２５万円未満」が最も多く 16.9％、続いて「３０～３５万

円未満」が 14.8％、「２５～３０万円未満」が 13.5％となった。 

 前年にローン返済があった世帯は 33.0％（546 人）で、一か月あたりのローン返済額は、「１０万円

未満」が 60.6％。「１０～１５万円未満」が 27.8％、「１５～２０万円未満」は 6.8％で、それ以上

の金額の回答はわずかだった。 

- 

10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

～35万円
未満

～40万円
未満

～45万円
未満

～50万円
未満

50万円
以上

無回答

2.1 4.8 

9.9 15.7 15.5 13.1 
5.7 6.5 

1.9 
7.2 

17.6 

1.5 

6.4 9.5 
15.7 12.5 

15.3 

5.7 5.1 1.1 
7.8 

19.3 

1.8 5.0 
8.1 

15.9 13.7 12.9 

4.4 
5.8 1.7 

8.9 

21.7 

1 .6    
6 .4    11 .4    

16 .9    

13 .5    
1 4 .8    

5 .1    5 .8    
1 .6    

7 .0    

16 .0    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

～35万円
未満

～40万円
未満

～45万円
未満

～50万円
未満

50万円
以上

63.7

26.1

5.9
1.1 1.0 0.6 0.2 0.4 - 1.0

63.9

24.9

6.8
1.9

0.6 0.6 - - 0.2 1.0

62.8

25.8

5.9 2.9

0.6 0.5 0.2 0.2 - 1.1

60 .6

27 .8

6 .8
2 .2 0 .7 0 .5 0 .2 - -

1 .1

0

25

50

75

100

2013年（n=524) 2015年（n=482) 2018年（n=624) 2020年（n=546)

（％）

(%)

ローン返済あり ローン返済なし 無回答

33.0    

31.1    

28.5    

30.2    

54.0    

52.5    

56.8    

57.5    

12.9    

16.4    

14.7    

12.3    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)
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（８）仕送り 

 

（図表５－１９）仕送り授受の有無（問２６(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－２０）月々の仕送り金額（子どもへの仕送り・子どもからの仕送り） 

（問２６(2)1、問２６(2)2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 子どもや親との仕送りについて、いずれかのやりとりがあると回答した世帯は 6.8％。仕送りのやり

取りが無い「上記にいずれもあてはまらない」が 73.7％を占める。仕送りのやり取りの中では、「世

帯主の子どもに仕送りをしている」が 4.9％で最も多い。 

 世帯主の子どもへの仕送りをしている世帯（81人）の月々の仕送り金額は、「５～７万円未満」（23.5％）

と「１０～２０万円未満」（22.2％）が多い。 

2015年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

-
8.2    

18.0    19.7    

6.6    

32.8    

6.6    
- - -

8.2    
-

7.7    

23.1    

46.2    

3.8    

15.4    

- - - - 3.8    

0

25

50

75

100

世帯主の子どもへの仕送り(n=61)

世帯主の子どもからの仕送り(n=26)

（％）

2018年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

- 3.7    
12.3    

19.8    
9.9    

39.5    

7.4    
- - -

7.4    
-

13.0    
17.4    17.4    17.4    17.4    

8.7
- - -

8.7    

0

25

50

75

100

世帯主の子どもへの仕送り(n=81)

世帯主の子どもからの仕送り(n=23)

（％）

2020年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

-
8.6    

18.5    
23.5    

11.1    

22.2    

11.1    
1.2 1.2 - 2.5    -

15.4 15.4

30.8

7.7

23.1

- - -
7.7

-
0

25

50

75

100

世帯主の子どもへの仕送り(n=81)

世帯主の子どもからの仕送り(n=13)

（％）

世帯主の
子どもに
仕送り

している

世帯主の
子どもから
仕送りを

受けている

世帯主の
親に仕送り

している

世帯主の
親から

仕送りを
受けている

上記にいずれも
あてはまらない

無回答

4.4    0.7    1.6    0.5    

82.3    

10.6    3.6    1.5    1.2    0.5    

81.1    

12.3    
4.0    1.1    1.3    0.3    

76.3    

17.1    

4.9    0.8    1.1    0.4    

73.7    

19.4    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691)

2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（図表５－２１）月々の仕送り金額（親への仕送り・親からの仕送り） 

（問２６(2)3、問２６(2)4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

-

38.1    

23.8    
19.0    

-

19.0    

- - - - -- -

12.5    

25.0    

-

50.0    

12.5    

- - - -
0

25

50

75

100

世帯主の親への仕送り(n=21)

世帯主の親からの仕送り(n=8)

（％）

2013年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

-

35.7    
28.6    25.0    

- 3.6    - - - 3.6    3.6    -

22.2    

11.1    

22.2    

11.1    

22.2    

11.1    

- - - -
0

25

50

75

100

1.世帯主の親への仕送り(n=28)

2.世帯主の親からの仕送り(n=9)

（％）

2013年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

- 3.9    
14.3    16.9    

11.7    

37.7    

9.1    
- 1.3    1.3    3.9    - -

30.8    30.8    

7.7    
15.4    

- - - -

15.4    

0

25

50

75

100

世帯主の子どもへの仕送り(n=77)

世帯主の子どもからの仕送り(n=13)

（％）

2018年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

-

40.7    
33.3    

18.5    

3.7 3.7    - - - - --

50.0 

16.7 16.7 

- - - - - -

16.7 

0

25

50

75

100

世帯主の親への仕送り(n=27)

世帯主の親からの仕送り(n=6)

（％）

2020年

１万円未満
～３万円

未満
～５万円

未満
～７万円

未満
～10万円

未満
～20万円

未満
～30万円

未満
～40万円

未満
～50万円

未満
50万円
以上

無回答

-
5.6    

33.3    

44.4    

11.1
5.6    

- - - - -- -

28.6 

14.3 

28.6 28.6 

- - - - -
0

25

50

75

100

世帯主の親への仕送り(n=18)

世帯主の親からの仕送り(n=7)

（％）
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（９）世帯の家計をまかなう収入源 

 

（図表５－２２）家計を賄う収入源（問２７(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 家計支出をまかなっている世帯の収入源（複数回答）の種類としては、「給与収入」が 68.4％で最も

多く、次いで「公的年金・恩給」（32.1％）、「貯蓄の取り崩し」（18.7％）の順となっている。 

 2013 年からの推移をみると、2015 年以降、「給与収入」が増加傾向にある一方「公的年金・恩給」が

減少傾向にある。 

 家計の支出をまかなっている世帯の収入源のうち最も金額が大きい収入は、「給与収入」が 57.2％と

最も多く、次いで「公的年金・恩給」（18.3％）、「事業収入」（4.7％）となっている。 

給与収入

事業収入

不動産賃貸収入

利子・配当等での収入

公的年金・恩給*1

個人年金・企業年金

子ども、親戚などからの援助

生活保護費*2

国や市町村等の公的機関からの援助

貯蓄の取り崩し

退職一時金

満期保険金

土地・家屋などの不動産売却収入

リバースモゲージ

その他

無回答

*1　2018年までは「公的年金」、2020年からは「公的年金・恩給」と表記

*2　2018年までは「国や市町村等の公的機関からの援助」に「生活保護費」が含まれていたが、

　　  2020年は「生活保護費」の選択肢を新設した。

64.1

8.6

3.8

3.0

37.7

11.5

2.1

-

3.2

20.5

2.5

2.8

0.4

0.1

1.0

2.2

63.6

8.9

4.3

3.3

38.3

11.5

2.4

-

3.0

20.7

2.1

2.0

0.5

0.1

0.7

2.7

66.1

7.1

4.2

3.9

36.1

10.6

2.2

-

3.2

14.9

1.9

2.0

0.0

-

0.5

4.2

68.4

8.2

4.5

2.5

32.1

12.1

2.4

0.1

4.7

18.7

2.3

1.0

0.3

-

0.6

6.1

0 25 50 75 100

2013年（n=1,734)

2015年（n=1,691)

2018年（n=2,005)

2020年（n=1,653)

（％）
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（図表５－２３）最大の収入源（問２７(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

  

- 

給与収入

事業収入

不動産賃貸収入

利子・配当等での収入

公的年金・恩給*1

個人年金・企業年金

子ども、親戚などからの援助

生活保護費*2

国や市町村等の公的機関からの援助*2

貯蓄の取り崩し

退職一時金

満期保険金

土地・家屋などの不動産売却収入

リバースモゲージ

その他

無回答

*1　2018年までは「公的年金」、2020年からは「公的年金・恩給」と表記

*2　2018年までは「国や市町村等の公的機関からの援助」に「生活保護費」が含まれていたが、

　　  2020年は「生活保護費」の選択肢を新設した。

56.0

5.7

1.0

0.1

23.8

2.1

0.4

-

0.3

2.0

0.7

0.2

0.3

-

0.4

6.8

54.3

5.6

1.6

-

25.4

1.6

0.2

-

0.6

1.5

0.5

0.3

0.2

-

0.5

7.7

57.4

4.3

1.1

0.1

22.0

1.4

0.4

-

0.3

0.9

0.4

0.1

-

-

0.4

11.0

57 .2

4 .7

1 .1

0 .1

18 .3

1 .6

0 .2

0 .1

0 .2

0 .8

0 .4

0 .2

0 .1

-

0 .3

14 .8

0 25 50 75 100

2013年（n=1,734)

2015年（n=1,691)

2018年（n=2,005)

2020年（n=1,653)

（％）
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（１０）１年後の年間収入 

 

（図表５－２４）１年後の年間収入見込（問２８) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－２５）１年後の年間収入下落幅（問２８-１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表５－２６）１年後の年間収入増加幅（問２８―２) 

 

 

 

 

 

 

 

 １年後の年間収入が現在の世帯年収に比べてどうなると思うかを尋ねたところ、「下がる」が 33.0％、

「変わらない」が 47.3％、「上がる」が 10.5％だった。 

 １年後の世帯年収が現在に比べて「下がる」と回答した人（545 人）に下がる幅の予測を尋ねたとこ

ろ、「５％未満」（30.8％）、「５％～１０％未満」（26.8％）、「１０％～２０％未満」（17.4％）、「２０％

～３０％未満」（9.0％）となった。 

 １年後の世帯年収が現在に比べて「上がる」と回答した人（174 人）に上がる幅の予測を尋ねたとこ

ろ、「５％未満」（67.2％）、「５％～１０％未満」（16.1％）、「１０％～２０％未満」（9.2％）、「２０％

～３０％未満」（3.4％）となった。 

(%)

下がる 変わらない 上がる 無回答

33.0    

32.9    

33.9    

38.6    

47.3    

46.5    

48.0    

46.8    

10.5    

15.3    

13.1    

11.8    

9.2    

5.3    

5.0    

2.8    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

世帯年収下がる (%)

５％未満
５％～１０％

未満
１０％～２０％

未満
２０％～３０％

未満
３０％～５０％

未満
５０％以上 無回答

30.8    

36.8    

36.5    

35.1    

26.8    

27.7    

27.9    

30.5    

17.4    

11.7    

17.3    

15.1    

9.0    

7.3    

6.3    

7.6    

6.4    

4.8    

5.8    

3.7    

7.0    

7.1    

4.7    

5.5    

2.6    

4.5    

1.6    

2.4    

●凡例

2020年（n=545)

2018年（n=660)

2015年（n=573)

2013年（n=699)

世帯年収上がる (%)

５％未満
５％～１０％

未満
１０％～２０％

未満
２０％～３０％

未満
３０％～５０％

未満
５０％～

１００％未満
１００％以上 無回答

67.2    

66.4    

61.3    

57.1    

16.1    

19.5    

18.9    

25.4    

9.2    

5.9    

8.6    

9.3    

3.4    

3.9    

3.2    

4.9    

2.3    

1.0    

1.8    

2.0    

0.6    

1.3    

1.8    

-

-

0.7

0.9

0.5

1.1    

1.3    

3.6    

1.0    

●凡例

2020年（n=174)

2018年（n=307)

2015年（n=222)

2013年（n=205)
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（１１）高齢期（６５歳以上）における一か月の世帯支出額見込み 

 

（図表５－２７）高齢期（６５歳以上）の一か月あたりの世帯支出額見込み（問２９) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）高齢期（６５歳以上）を迎えたときの家計支出の収入源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６５歳以上の高齢期を迎えたときの世帯の一か月の支出額の予測を尋ねると、「２０～２５万円未満」

が最も多く 22.7％、続いて「２５～３０万円未満」が 15.2％、「１５～２０万円未満」が 14.4％と

なった。 

 ６５歳以上の高齢期を迎えたときの世帯の家計をまかなう収入源（複数回答）として考えているもの

について尋ねたところ、「公的年金・恩給」が 63.2％で最も多く、次いで「貯蓄の取り崩し」（36.7％）、

「個人年金・企業年金」（36.0％）、「給与収入」（33.7％）の順となっている。 

 ６５歳以上世帯の家計をまかなう収入源のうち最も金額が大きくなると考えているもの（単数回答）

は、「公的年金・恩給」(38.5％)、「給与収入」（18.5％）、「個人年金・企業年金」（8.7％）の順とな

っている。 

 2013 年からの推移では、複数回答・単数回答とも、「公的年金・恩給」が減少し、「給与収入」は増

加の傾向。 

１０万円
未満

～１５万円
未満

～２０万円
未満

～２５万円
未満

～３０万円
未満

～３５万円
未満

～４０万円
未満

～４５万円
未満

～５０万円
未満

５０万円
以上

無回答

2.1    
6.8    

13.8    

26.0    

15.6    14.0    

2.7    2.7    0.4    2.4    

13.6    

1.5    

7.1    13.0    

23.1    

14.4    
13.6    

2.8    3.5    0.5    3.3    

17.4    

1.8    
6.7    11.7    

24.0    

14.2    
14.0    

2.3    3.0    
0.3    

3.7    

18.1    

1 .9    
8 .2    

14 .4    

22 .7    

1 5 .2    
1 4 .0    

3 .0    3 .1    
0 .3    3 .0    

1 4 .1    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（図表５－２８）高齢期（６５歳以上）の収入源 

（問３０(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

- 

不動産賃貸収入

利子・配当等での収入

公的年金・
恩給*1

個人年金・企業年金

子ども、親戚などからの援助

国や市町村等の公的機関からの援助

貯蓄の取り崩し

土地・家屋などの不動産売却収入

リバースモゲージ

二世代世帯で同居する子どもの収入

9.9

4.1

1.4

0.2

51.4

8.4

0.7

0.6

5.6

2.5

1.0

0.6

-

-

0.2

13.5

10.6

4.4

1.9

0.2

48.7

7.4

0.3

0.8

5.7

4.1

0.7

0.3

-

-

0.3

14.7

15.8

3.6

1.2

0.3

45.6

9.0

0.4

0.6

4.3

2.6

0.3

0.0

-

-

0.7

15.2

18 .5

4 .0

1 .7

0 .1

38 .5

8 .7

0 .2

0 .5

4 .1

2 .8

0 .6

0 .2

-

0 .5

0 .2

19 .4

0 25 50 75 100

2013年（n=1,734)

2015年（n=1,691)

2018年（n=2,005)

2020年（n=1,653)

（％）

給与収入

事業収入

不動産賃貸収入

利子・配当等での収入

公的年金・
恩給*1

個人年金・企業年金

子ども、親戚などからの援助

国や市町村等の公的機関からの援助

貯蓄の取り崩し

退職一時金

満期保険金

土地・家屋などの不動産売却収入

リバースモゲージ

二世代世帯で同居する子どもの収入*2

その他

無回答

*1　2018年までは「公的年金」、2020年からは「公的年金・恩給」と表記

*2　2020年に新設

19.1

6.4

4.1

2.7

74.3

32.9

2.9

2.0

38.1

15.1

8.4

0.9

0.2

-

0.8

7.3

22.1

7.5

4.2

3.9

74.2

32.2

2.8

3.3

39.0

14.6

7.2

0.8

0.2

-

0.4

8.0

29.0

6.7

4.4

4.7

70.8

32.5

3.1

2.5

31.8

13.9

6.0

0.4

0.1

-

0.8

9.0

33 .7    

6 .9    

5 .0    

3 .2    

63 .2    

36 .0    

2 .2    

1 .4    

36 .7    

16 .6    

6 .0    

0 .7    

0 .1    

1 .8

0 .4

9 .6

0 25 50 75 100

2013年（n=1,734)

2015年（n=1,691)

2018年（n=2,005)

2020年（n=1,653)

（％）

（図表５－２９）高齢期（６５歳以上）の 

最も大きな収入源（問３０(2)) 
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６．年金について 

（１）世帯主・配偶者の公的年金 

 

  

 現在公的年金の給付があるかどうかを尋ねたところ、世帯主については「すでに受け取っている」が

35.0％、「将来は受け取る予定」が 50.2％、「公的年金を受け取る資格がない」が 5.7％となった。 

配偶者については、「すでに受け取っている」が 29.1％、「将来は受け取る予定」が 48.1％、「公的年

金を受け取る資格がない」が 5.5％だった。 

 すでに受け取っているまたは将来受け取る予定の人の公的年金の種類は、世帯主（1,409 人）につい

ては、「厚生年金」が 70.1％、「共済組合の年金」が 12.6％、「国民年金」が 15.7％となった。 

配偶者（1,276 人）については、「厚生年金」が 50.4％、「共済組合の年金」が 8.9％、「国民年金」

が 38.4％となった。 

 すでに受け取っているまたは将来受け取る予定の公的年金の受給開始年齢は、世帯主と配偶者とも

に、「６５歳」が６割弱を占め（世帯主 57.5％、配偶者 59.4％）、次いで「６０～６５歳未満」が２

割半程度（同 26.3％、24.5％）で、「６６歳以上」は１割未満（同 7.4％、4.9％）だった。2013 年

からの推移では、65 歳未満の比率が大幅に下がっている。 

 既に受け取っている公的年金の受取月額は、世帯主（579 人）では「１５～２０万円未満」が最も多

く 24.9％、続いて「１０～１５万円未満」が 18.3％、「２０～２５万円未満」が 18.1％となった。

配偶者（481 人）では「５～７万円未満」（23.5％）が最も多く、次いで「７～１０万円未満」（20.0％）、

「１０～１５万円未満」（14.3％）で、世帯主よりかなり低い。 

 将来受け取る予定の公的年金受取月額の予想額は、世帯主(830 人)では「１５～２０万円未満」が最

も多く 22.9％、続いて「１０～１５万円未満」が 18.6％、「２０～２５万円未満」が 12.4％となっ

た。配偶者（795 人）では「１０～１５万円未満」（20.6％）、「５～７万円未満」（16.1％）、「７～１

０万円未満」（15.2％）で、こちらも世帯主よりかなり低い。 
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（図表６－１）世帯主・配偶者の公的年金給付の有無（問３１、問３２) 

 

2020 年     2018 年 

 

 

 

 

 

 

2015 年                               2013 年 

 

 

 

 

 

 

 

（図表６－２）世帯主・配偶者の公的年金の種類（問３１－１、問３２－１) 

 

2020 年       2018 年 

 

 

 

 

 

 

2015 年       2013 年 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

  

(%)

厚生年金
共済組合
の年金

国民年金 無回答

50.4    

70.1    

8.9    

12.6    

38.4    

15.7    

2.4    

1.6    

配偶者（n=1,276)

世帯主（n=1,409)

●凡例

(%)

すでに受け
取っている

将来は受け
取る予定

公的年金を
受け取る資
格がない

配偶者はい
ない

無回答

28.6    

39.4    

48.9    

49.7    

5.7    

5.7    

9.9    6.9    

5.2    

配偶者（n=1,691)

世帯主（n=1,691)

●凡例

(%)

すでに受け
取っている

将来は受け
取る予定

公的年金を
受け取る資
格がない

配偶者はい
ない

無回答

27.7    

38.1    

51.8    

52.9    

6.1    

5.7    

9.6    4.8    

3.3    

配偶者(n=1,734)

世帯主(n=1,734)

●凡例

(%)

すでに受け
取っている

将来は受け
取る予定

公的年金を
受け取る資
格がない

配偶者はい
ない

無回答

31.1    

38.6    

46.4    

50.7    

6.0    

4.3    

8.6    7.9    

6.4    

配偶者（n=2,002)

世帯主（n=2,005)

●凡例

(%)

厚生年金
共済組合の

年金
国民年金 無回答

46.3    

67.2    

7.7    

12.1    

42.1    

18.6    

3.9    

2.1    

配偶者（n=1,311)

世帯主（n=1,507)

●凡例

(%)

厚生年金
共済組合の

年金
国民年金 無回答

48.1    

68.0    

7.6    

13.1    

42.6    

17.8    

1.7    

1.1    

配偶者(n=1,379)

世帯主(n=1,578)

●凡例

(%)

厚生年金
共済組合の

年金
国民年金 無回答

49.0    

70.3    

6.2    

11.6    

39.6    

16.0    

5.1    

2.1    

配偶者（n=1,554)

世帯主（n=1,790)

●凡例

(%)

厚生年金
共済組合
の年金

国民年金 無回答

50.4    

70.1    

8.9    

12.6    

38.4    

15.7    

2.4    

1.6    

配偶者（n=1,276)

世帯主（n=1,409)

●凡例

(%)

すでに受け
取っている

将来は受け
取る予定

公的年金を
受け取る資
格がない

配偶者はい
ない

無回答

29.1    

35.0    

48.1    

50.2    

5.5    

5.7    

9.7    7.6    

9.0    

配偶者（n=1,653)

世帯主（n=1,653)

●凡例
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（図表６－３）世帯主・配偶者の公的年金受給開始年齢（問３１－２、問３２－２) 

2020 年      2018 年 

 

 

 

 

 
 

2015 年      2013 年 

 

 

 

 

 

 
 

 （図表６－４）世帯主・配偶者の公的年金受取月額（問３１－３、問３２－３)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

- 

(%)

６０歳未満
６０～６５歳

未満
６５歳 ６６歳以上 無回答

0.2    

0.7    

27.2    

33.0    

58.0    

52.6    

2.2    

2.8    

12.4    

10.9    

配偶者（n=1,311)

世帯主（n=1,507)

●凡例

(%)

６０歳未満
６０～６５歳

未満
６５歳 ６６歳以上 無回答

0.7    

1.1    

29.1    

37.1    

56.4    

49.6    

2.8    

2.2    

11.0    

9.9    

配偶者（n=1,379)

世帯主（n=1,578)

●凡例

(%)

６０歳未満
６０～６５歳

未満
６５歳 ６６歳以上 無回答

0.1    

0.4    

26.8    

30.8    

54.4    

53.6    

4.1    

4.6    

14.5    

10.6    

配偶者（n=1,554)

世帯主（n=1,790)

●凡例

2015年

５万円
未満

～７万円
未満

～10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

30万円
以上

無回答

4.5    6.9    6.3    
16.6    

21.6    19.2    

5.7    3.4    

15.7    17.8    
23.1    

16.5    
10.5    7.4    4.5    0.6    1.0    

18.4    

0

25

50

75

100
世帯主（n=667) 配偶者（n=484)

（％）

2018年

５万円
未満

～７万円
未満

～10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

30万円
以上

無回答

3.6    5.2    7.0    
14.1    

23.3    19.7    

4.8    6.0    
16.4    15.6    

23.1    22.0    

10.0    
4.5    2.7    0.5    3.7    

18.0    

0

25

50

75

100

世帯主（n=773) 配偶者（n=623)

（％）

2020年

５万円
未満

～７万円
未満

～10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

30万円
以上

無回答

2.6    
7.4    6.9    

18.3    
24.9    

18.1    

5.4    3.5    
13.0    12.1    

23.5    20.0    
14.3    

6.4    3.5    0.8    3.3    

16.0    

0

25

50

75

100

世帯主（n=579) 配偶者（n=481)

（％）

(%)

６０歳未満
６０～６５歳

未満
６５歳 ６６歳以上 無回答

0.4    

0.7    

24.5    

26.3    

59.4    

57.5    

4.9    

7.4    

10.7    

8.1    

配偶者（n=1,276)

世帯主（n=1,409)

●凡例
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（図表６－５）公的年金受給予定者の受取予想額（問３１－３、問３２－３) 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考〕2018 年公的年金受給予定者の受取予想額 

 

 

 

 

 

 
 

〔参考〕2015 年公的年金受給予定者の受取予想額 

※2015 年のみ質問形式が異なり、受取予想額の「最低値」「中間値」「最高値」の３つを聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考〕2013 年公的年金受給予定者の受取予想額 

 

 

 

 

  

【配偶者】

５万円未満
～７万円

未満

～10万円

未満

～15万円

未満

～20万円

未満

～25万円

未満

～30万円

未満
30万円以上 無回答

10.3    
15.6    

8.2    9.9    
1.8    1.1    - 0.2    

52.8    

3.5    
10.5    

10.9    
11.0    

5.6    1.3    0.5    0.7    

56.0    

0.8    
7.0    9.8    

11.6    
7.4    5.0    1.3    1.3    

55.7    

0

20

40

60

80

100

最低（n=827) 中間（n=827) 最高（n=827)
（％）

【世帯主】

５万円未満
～７万円

未満

～10万円

未満

～15万円

未満

～20万円

未満

～25万円

未満

～30万円

未満
30万円以上 無回答

4.6    8.7    
6.1    

15.1    
8.9    

4.4    0.1    0.4    

51.7    

1.1    4.3    6.4    
12.5    11.5    

6.1    2.0    0.8    

55.2    

0.2    2.5    4.5    9.4    11.4    10.7    
4.5    3.1    

53.6    

0

20

40

60

80

100

最低（n=840) 中間（n=840) 最高（n=840)

（％）

５万円未満
～７万円
未満

～10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

30万円以上 無回答

2.0    
8.1    9.3    

17.8    19.2    
12.5    

2.5    0.9    

27.9    

9.0    
19.1    16.5    16.2    

6.6    3.6    0.2    0.0    

28.8    

0

25

50

75

100

世帯主（n=918) 配偶者（n=899)

（％）

５万円未満
～７万円
未満

～10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

30万円以上 無回答

1.7    4.4    5.2    

17.9    16.3    11.9    
1.8    2.3    

38.5    

4.6    

17.0    
12.2    

18.8    

4.8    2.5    0.8    1.1    

38.2    

0

25

50

75

100

世帯主（n=1,017) 配偶者（n=931)

（％）

2020年

５万円未満
～７万円
未満

～10万円
未満

～15万円
未満

～20万円
未満

～25万円
未満

～30万円
未満

30万円以上 無回答

1.8    4.9    6.7    

18.6    22.9    
12.4    

2.0    1.1    

29.5    

5.3    
16.1    15.2    

20.6    

7.2    2.8    0.5    1.1    

31.2    

0

25

50

75

100

世帯主（n=830) 配偶者（n=795)

（％）
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（２）公的年金でまかなえる高齢期（６５歳以上）の家計支出の割合 

 

（図表６－６）公的年金でまかなえる高齢期（６５歳以上）の家計支出の割合（問３３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公的年金受給前に必要な貯蓄額 

 

（図表６－７）公的年金受給前に必要な貯蓄額（問３４) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６５歳以上の高齢期となったときの世帯支出を公的年金でまかなえると考える程度を尋ねたところ、

支出の「７０～１００％未満」が 29.8％で最も多く、続いて「５０～７０％未満」が 19.0％、「１０

０％」が 12.7％となった。『100％未満（世帯支出を全額まかなえない）』との回答合計は 60.0％、『100％

を超える（余剰が出る）』との回答合計は 6.5％だった。 

 公的年金受給前に必要だと思う貯蓄額は、「２０００～２５００万円未満」が 16.9％と多く、次いで

「１０００～１５００万円未満」が 15.1％。2000 万円未満の回答が 35.8％、2000 万円以上が 39.2％、

無回答が 25.0％だった。 

０％
～１０％

未満
～５０％

未満
～７０％

未満
～１００％

未満
１００％

～１２０％
未満

～１５０％
未満

～１７０％
未満

～２００％
未満

２００％
以上

無回答

1.0    0.7    

10.4    

19.3    

31.5    

13.8    

0.8    
4.0    

0.7    0.1    
0.5    

17.1    

0.5    0.5    

11.0    

20.8    25.7    

12.0    
1.0    

3.8    
0.6    0.1    

0.3    

23.7    

0.3    
0.6    

10.9    
18.6    

25.0    15.2    

0.9    
4.5    

0.9    
0.2    

0.2    

22.5    

0 .8 0 .4
10 .1

19 .0
29 .8

12 .7
1 .5 4 .0

0 .8 - 0 .2

20 .8

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）

０万円
５００万円

未満

７００万円

未満

１０００万円

未満

１５００万円

未満

２０００万円

未満

２５００万円

未満

３０００万円

未満

３５００万円

未満

５０００万円

未満

５０００万円

以上
無回答

1.4    

7.4    7.4    
1.8    

17.2    

3.7    

12.6    

1.6    
11.2    

2.3    8.8    

24.5    

1.1    6.4    
7.0    

2.6    

15.3    

3.2    

11.9    
1.4    

10.3    

2.1    

7.3    

31.5    

1.1    
6.7    6.5    

1.7    

15.7    

2.9    

12.5    

0.9    

9.9    

2.2    

9.8    

30.0    

1 .1    
7 .8    

5 .6    1 .8    

15 .1    
4 .4    

16 .9    

1 .6    

10 .0    
3 .7    

7 .0    

2 5 .0    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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７．遺産について 

（１）子どもに残す遺産についての考え方 

 

（図表７－１）子どもに残す遺産についての考え方（問３５) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－２）子どもに残す遺産の内容（問３５－１、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 子どもに残す遺産（生前贈与を含む）に関する考え方について、「積極的に残すつもりはないが余っ

た場合には残したい」が 40.1％で最も多く、続いて「遺産はいかなる場合でも残したい」が 29.5％、

「遺産を残したいとは思わない」が 16.3％となった。（注）この質問は子どもがいない方もいると仮

定して回答してもらっている。 

 子どもに遺産を残したいと考えている人（1,249 人）が残したい遺産（複数回答）としては、「みず

から蓄積した貯蓄等の金融資産」が 54.8％で最も多く、次いで「みずから取得した住宅・土地」

（48.9％）、「相続・贈与を受けた住宅・土地」（35.6％）となっている。 

 子どもに遺産を残したいと考えている人に、金融資産・住宅・土地その他の資産を含めた資産金額の

見当について尋ねたところ、「見当がついていない」が 72.8％を占め、「ある程度見当がついている」

が 6.4％、無回答が 20.8％を占めた。見当がついている人（80人）の見当金額は「２０００～３０

００万円未満」が 23.8％で最も多かった。 

 子どもに遺産を残したいと考えている人（1,249 人）の遺産分与の考え方は、「子どもの人数に応じ

て均等に分ける」が 58.4％で６割弱を占めた。 

みずから蓄
積した貯蓄
等の金融資

産

みずから取
得した住宅・

土地

相続・贈与を
受けた住宅・

土地

みずから取
得したその
他の資産

相続・贈与を
受けた貯蓄
等の金融資

産

相続・贈与を
受けたその
他の資産

その他 無回答

54.5    
49.3    

36.2    

10.1    
6.9    3.8    1.3    2.5    

53.9    50.2    

36.9    

10.1    8.0    5.0    1.2    2.5    

53.4    49.7    
37.0    

11.0    8.9    5.3    1.1    2.5    

54.8    48.9    

35.6    

10.6    8.4    
5.2    1.8    3.1    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,340) 2015年（n=1,286) 2018年（n=1,523) 2020年（n=1,249)

（％）

遺産はいかなる
場合でも残したい

遺産は子どもが
面倒を見てくれ
た場合に限って

残したい

子どもが事業を
継いでくれた
場合に限って

残したい

積極的に残す
つもりはないが
余った場合には

残したい

その他
遺産を残したい
とは思わない

無回答

26.5    

4.5    1.1    

43.9    

1.3    

19.3    

3.5    

28.6    

3.7    0.8    

41.5    

1.5    

19.2    

4.8    

30.2    

3.7    0.6    

39.9    

1.5    

17.2    6.8    

29.5    

3.0    0.8    

40.1    

2.1    

16.3    
8.2    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,734) 2015年（n=1,691) 2018年（n=2,005) 2020年（n=1,653)

（％）
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（図表７－３）子どもに残す遺産額の見当（問３５－２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－４）子どもに残す遺産額（問３５－２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－５）遺産分与についての考え方（問３５－３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～1000万円
未満

～1500万円
未満

～2000万円
未満

～3000万円
未満

～5000万円
未満

～１億円
未満

１億円
以上

無回答

10.7    

23.3    

5.8    

20.4    
16.5    

8.7    
3.9    

10.7    

21.4    
15.2    

7.1    

17.9    
13.4    11.6    

5.4    8.0    

18.9    
21.1    

8.3    12.3    
16.7    14.0    

7.5    
1.3    

18.8    
13.8    

7.5    

23.8    17.5    

8.8    8.8    
1.3    

0

25

50

75

100

2013年（n=103) 2015年（n=112) 2018年（n=228) 2020年（n=80)

（％）

(%)

ある程度見当が
ついている

見当がついていない 無回答

6.4    

15.0    

8.7    

7.7    

72.8    

76.0    

82.0    

82.4    

20.8    

9.0    

9.3    

9.9    

●凡例

2020年（n=1,249)

2018年（n=1,523)

2015年（n=1,286)

2013年（n=1,340)

子どもの人数に
応じて、均等に

分ける

子どもが１人な
のでその子に全

部残す

介護など親の面
倒を見た子ども
に多く分ける

家業などを継い
だ子どもに多く

分ける

長男・長女に多
く分ける

その他 無回答

54.9    

13.8    14.9    
7.1    

4.3    
2.8    2.1    

57.7    

13.5    
14.0    

4.7    4.7    2.8    2.5    

53.8    

16.3    

12.9    7.1    4.9    1.8    3.1    

58.4    

12.5    
10.9    

6.0    3.8    3.1    5.2    

0

25

50

75

100

2013年（n=1,340) 2015年（n=1,286) 2018年（n=1,523) 2020年（n=1,249)
（％）
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（２）親からの遺産相続 

 

（図表７－６）親からの遺産相続経験の有無（問３６) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－７）親からの遺産相続を受けた時期（問３６－１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－８）親からの相続した資産の内容（問３６－２(1)、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

  

 世帯主の親からの遺産相続の有無については、「相続を受けたことがある」が 26.0％、「相続を受け

たことはない」が 66.5％だった。 

 世帯主の親から遺産の相続を受けたことがある世帯（429 人）が相続を受けた時期は、「３０年以上

前」が 19.8％で最も多く、次いで「１０～１５年未満前」（15.4％）、「１５～２０年未満前」（11.7％）、

「２０～２５年未満前」(11.0％)となった。 

 親から相続した資産の内容を複数回答で尋ねたところ、「居住用の不動産（一戸建て）」が 58.7％で

最も多く、次いで「金融資産」（37.8％）、「その他の不動産」（34.3％）と続いた。 

(%)

相続を受けたこと
がある

相続を受けたこと
はない

無回答

26.0    

26.9    

24.8    

23.0    

66.5    

68.0    

71.6    

73.9    

7.6    

5.0    

3.6    

3.1    

●凡例

2020年（n=1,653)

2018年（n=2,005)

2015年（n=1,691)

2013年（n=1,734)

居住用の
不動産

（一戸建て）
金融資産

その他の
不動産

居住用の
不動産

（マンション）
その他 無回答

58.4    

27.3    

38.6    

2.5    1.5    
5.8    

60.5    

43.1    

34.8    

3.3    2.4    2.4    

58.3    

31.9    
35.6    

1.7    0.7    
7.2    

58.7    

37.8    
34.3    

2.6    1.4    1.9    

0

25

50

75

100

2013年（n=399) 2015年（n=420) 2018年（n=540) 2020年（n=429)

（％）

３年
未満前

～５年
未満前

～７年
未満前

～１０年
未満前

～１５年
未満前

～２０年
未満前

～２５年
未満前

～３０年
未満前

３０年
以上前

無回答

12.0    
7.3    

5.5    
9.3    

18.3    
10.8    

8.8    6.3    

19.5    

2.3    
10.2    8.1    

6.2    8.6    
14.5    

10.2    8.8    
6.0    

23.1    

4.3    9.6    7.0    6.3    8.3    12.6    
10.0    10.0    6.5    

24.1    

5.6    10.3    8.9    9.3    
6.1    

15.4    11.7    11.0    
4.9    

19.8    

2.8    
0

25

50

75

100

2013年（n=399) 2015年（n=420) 2018年（n=540) 2020年（n=429)

（％）
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（図表７－９）親からの相続した資産の金額（問３６－２(2)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）2020 年は世帯主の親からの相続資産額の合計のみを聞いている。 

 

 

 

 

  

 世帯主の親から遺産の相続を受けたことがある世帯（429 人）について、相続時の合計価額を尋ねる

と、「１０００～１５００万円未満」が 11.2％で最も多い。『1000 万円未満』が 35.4％、『1000 万～

3000 万円未満』が 24.7％、『3000 万円以上』は 16.1％だった。 

2018年
(%)

居住用の一
戸建て

居住用のマ
ンション

その他の不
動産

金融資産 その他 合計

（n=315) （n=9) （n=192) （n=172) （n=4) （n=509)

～１００万円未満 3.2           -            4.2           3.5           25.0         2.6           

～２００万円未満 5.7           -            5.2           11.0         -            5.5           

～３００万円未満 4.1           -            8.9           7.0           -            6.1           

～４００万円未満 3.8           -            3.1           9.9           25.0         5.3           

～５００万円未満 1.0           -            0.5           5.2           -            2.9           

～７００万円未満 7.6           11.1         7.8           8.1           -            7.1           

～１０００万円未満 4.8           -            5.2           7.0           -            4.5           

～１５００万円未満 8.3           11.1         9.9           12.8         25.0         10.4         

～２０００万円未満 3.8           -            3.1           4.7           -            4.1           

～３０００万円未満 5.7           11.1         6.3           8.1           25.0         7.1           

～５０００万円未満 5.4           11.1         3.6           4.7           -            7.3           

５０００万円以上 5.7           -            6.3           2.9           -            7.5           

無回答 41.0         55.6         35.9         15.1         -            29.7         

2020年
(%)

合計

（n=429)

～１００万円未満 2.8           

～２００万円未満 5.8           

～３００万円未満 4.2           

～４００万円未満 5.8           

～５００万円未満 1.9           

～７００万円未満 10.0         

～１０００万円未満 4.9           

～１５００万円未満 11.2         

～２０００万円未満 4.2           

～３０００万円未満 9.3           

～５０００万円未満 7.5           

～1億円未満 5.4           

1億円以上 3.3           

無回答 23.8         
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2015年
(%)

居住用の一
戸建て

居住用のマ
ンション

その他の不
動産

金融資産 その他 合計

（n=254) （n=14) （n=146) （n=181) （n=10) （n=410)

～１００万円未満 2.8           -            1.4           3.3           10.0         2.2           

～２００万円未満 5.1           -            4.8           7.7           10.0         4.9           

～３００万円未満 2.8           7.1           2.7           7.2           10.0         3.4           

～４００万円未満 2.8           -            3.4           9.4           20.0         4.9           

～５００万円未満 0.8           -            2.7           1.1           -            0.5           

～７００万円未満 9.8           14.3         5.5           12.7         -            7.3           

～１０００万円未満 4.3           -            4.8           8.3           20.0         7.3           

～１５００万円未満 11.0         14.3         8.9           13.8         10.0         12.0         

～２０００万円未満 4.3           7.1           4.8           3.3           10.0         6.6           

～３０００万円未満 5.9           -            5.5           4.4           -            5.9           

～５０００万円未満 7.1           21.4         3.4           3.9           -            7.8           

５０００万円以上 3.5           14.3         8.9           2.2           -            7.1           

無回答 39.8         21.4         43.2         22.7         10.0         30.2         

2013年
(%)

居住用の一
戸建て

居住用のマ
ンション

その他の不
動産

金融資産 その他 合計

(n=233) (n=10) (n=154) (n=109) (n=6) (n=376)

～１００万円未満 1.7           -            3.9           2.8           -            1.6           

～２００万円未満 4.3           -            5.2           9.2           -            3.7           

～３００万円未満 4.3           10.0         3.2           9.2           -            4.0           

～４００万円未満 3.9           20.0         4.5           13.8         33.3         7.2           

～５００万円未満 2.6           -            1.9           3.7           -            1.3           

～７００万円未満 12.9         30.0         9.1           13.8         -            9.6           

～１０００万円未満 3.9           10.0         3.2           8.3           -            2.9           

～１５００万円未満 11.6         -            12.3         11.9         16.7         11.4         

～２０００万円未満 8.2           -            3.2           4.6           -            8.5           

～３０００万円未満 7.3           10.0         2.6           3.7           16.7         7.4           

～５０００万円未満 6.4           -            9.1           3.7           -            8.0           

５０００万円以上 1.7           10.0         11.7         1.8           -            7.4           

無回答 31.3         10.0         29.9         13.8         33.3         26.9         
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（図表７－１０）世帯主以外の相続者（問３６－３、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－１１）親からの相続遺産分与（問３６－４、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 世帯主の親から相続を受けたことがある世帯（429 人）において、世帯主以外で親から遺産を相続し

た人（複数回答）は、「世帯主の兄弟・姉妹が受け取った」が 47.3％で最も多く、次いで「親の配偶

者が受け取った」が 19.3％、「世帯主以外に受け取った人はいない」は 33.6％だった。 

 世帯主のほかに世帯主の兄弟・姉妹が受け取った人（203 人）に、親から相続した遺産の分配方法（兄

弟姉妹の間）を複数回答で尋ねたところ、「兄弟・姉妹の間でほぼ均等」が 57.1％で最も多く、次い

で「家業などを継いだ子どもに多く分けた」が 20.2％、「長男・長女に多く分けた」が 12.8％、「介

護など親の面倒を見た子どもに多く分けた」が 7.9％となった。 

世帯主の
兄弟・姉妹が
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無回答

42.9    

21.6    

2.3    - -

34.3    

8.0    

51.4    

16.4    

1.9    - 0.5    

31.2    

5.7    

41.3 

18.5 

1.1 0.4 -

41.1 

5.7 

47.3    

19.3    

0.9    0.2 0.5    

33.6    

6.8    

0

25

50

75

100

2013年（n=399) 2015年（n=420) 2018年（n=540) 2020年（n=429)

（％）

- 

兄弟・姉妹の間
でほぼ均等

家業などを継い
だ子どもに多く

分けた

長男・長女に多く
分けた

介護など親の面
倒を見た子ども
に多く分けた

子どもが１人な
のでその子ども

に全て
その他 無回答

52.0    

26.9    

11.7    12.9    
0.6    

4.7    1.2    

47.7    

24.5    

10.2    

13.0    

-
5.6    

1.4    

49.3 

23.8 
10.8 11.2 

-
6.7 

-

57.1    

20.2    12.8    

7 .9    
-

3.9    0 .5    
0

25

50

75

100

2013年（n=171) 2015年（n=216) 2018年（n=223) 2020年（n=203)

（％）



84 

 

（３）親からの遺産相続の見込み有無  

 

（図表７－１２）世帯主の親または配偶者の親からの遺産相続の見込み有無（問３７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－１３）世帯主の親または配偶者の親からの相続遺産の内容（問３７－１、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表７－１４）世帯主の親または配偶者の親からの相続遺産の時価総額（問３７－２) 

 

 

 

 

 

 将来、世帯主または配偶者の親からの遺産（不動産や金融資産等）をもらえると思うかどうかについ

ては、「貰えると思う」が 23.5％、「貰えると思わない（貰えなかった）」が 38.7％「わからない」が

28.4％となった。 

 将来遺産をもらえると思っている（またはすでにもらっている）世帯（388 人）に遺産の種類を複数

回答で尋ねたところ、「居住用の不動産（一戸建て）」（55.4％）、「金融資産」（42.8％）、「その他の不

動産」（25.5％）となった。また、将来遺産相続できる資産の時価総額は、「１０００～１５００万円

未満」が 17.8％で最も多く、次いで「５００～７００万円未満」（10.3％）、「２０００～３００００

万円未満」が 9.8％だった。 
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Ⅲ 調査票（付：単純集計結果） 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


